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は じ め に

平成２３年３月１１日（金）午後２時４６分、宮城県牡鹿半島の東南東１３０ｋｍ付近の海底を震源

として発生した東日本大震災は、我が国における観測史上最大規模のマグニチュード９．０を記録し、

震源域は岩手県沖から茨城県沖までの南北約５００ｋｍ、東西約２００ｋｍの広範囲に及んだ。

警察庁の発表 平成 年 月 日）によれば、この震災（余震を含む）による被害は、死者

人、行方不明者 人、負傷者 人、建築物の全壊・半壊はあわせて３９万戸以上に上った。 

ＬＰガスは、都市ガスと同等に全国約２５００万世帯で消費され、神奈川県においても約１２２万世

帯で利用されている基幹エネルギーである。

この震災におけるＬＰガスの大きな二次災害はなく、被災地のＬＰガス販売事業者及び保安機関をは

じめとする関係者の懸命な努力により、他のエネルギーに比べて比較的早い復旧を達成した。また、分

散型エネルギーの特長が最大限に発揮され、軒下在庫が当座の消費先における供給切れを防いだ他、避

難所や都市ガスの復旧においてもＬＰガスが活用されたという事例が報告されており、「災害に強いＬＰ

ガス」が実証された。

被災三県（岩手県、宮城県、福島県）におけるＬＰガスの復旧状況については、大規模な余震が幾度

も発生し、その都度点検を実施して、供給を再開しなければならない状況が繰り返されたため、どの時

点で完全に復旧したかを示すことは容易ではないが、概ね復旧したのが発災当月の３月末であり、全面

復旧となると翌４月２１日であるというのが当業界の見解である。

この規程集は、平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災を踏まえ、同年１２月７日に施行さ

れた「地震災害対策規則」と、その後、作成された「協会マニュアル」「支部マニュアル」「販売事業所

の地震災害対策マニュアル作成要領」を合わせて平成８年６月２０日に施行された「地震災害対策規程

集」を、東日本大震災の教訓を踏まえて見直しを行い、更には、集中豪雨等の水害により発生した流出

容器の対応等を「流出容器等処理要綱」にまとめ、同規程集に加えて発行するものである。

地震の規模、被災状況等を想定することは困難であり、検討不十分な点については今後の課題として、

関係各位のご意見をいただき適時見直しをしてまいりたい。

公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会

保安委員会 地震対策部会
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地震災害対策規則

第一章 総 則

（目 的）

第１条 この規則は、神奈川県下において発生した大地震等の災害によって、県民に広範囲の被害

があったとき、若しくは、重大な被害の発生する恐れのある場合及び警戒宣言が発令された

場合に、公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会（以下「協会」という）及び株式会社神奈川県

エルピーガス保安センター（以下「保安センター」という）が会員相互の共助と地域社会へ

の協力を基本とした即応体制を確立し、地域住民・公共施設等に応急供給と速やかな復旧作

業を行い、ＬＰガスの保安と安定供給を確立することにより公共の信頼に応えることと共に、

ＬＰガス業界の社会的地位の向上を図ることを目的とする。

２ 前項を補完する為、協会及び保安センターは、防災機関と協力して災害に対応する準備を

行うとともに、地域防災の啓発に努める。

（用語の定義）

第２条 用語の定義は次のとおりとする。

① 大地震 県下における震度５強以上の地震をいう。

② 協会職員等 協会職員及び保安センター社員をいう。

③ 応急供給 各自治体との協定に基づく災害時の供給をいう。

④ 緊急措置 地震直後のＬＰガス設備の供給停止をいう。

⑤ 応急措置 安全確認後の供給及び仮設供給を行う為の点検等をいう。

⑥ 重要特定施設 病院・公共施設及び避難場所等をいう。

⑦ 特定施設 ＬＰガス消費設備のある集会所等をいう。

⑧ 防災機関 県・市町村・警察・消防等をいう。

⑨ 応援隊 他支部会員、卸社員等で応援する者をいう。

第二章 組 織

（組 織）

第３条 大地震等の災害が発生したとき、協会長は災害対策本部及び現地対策本部を設置する。

２ 気象庁より震度５強以上の地震発表がなされた場合は、災害対策本部及び現地対策本部を

設置する。

３ 警戒宣言が発令された場合は、災害対策本部を設置する。

（災害対策本部）

第４条 協会事務所に災害対策本部（以下「本部」という）を設置するものとする。

２ 前項による対策本部が設置できない場合には、その設置できるまでの間協会長の所属会社

に災害対策本部を設置する。

３ 被災地以外の支部は本部に所属する。

（本部の組織）

第５条 本部の組織は次のとおりとする。

① 本部は本部長、副本部長 名並びに協会職員等をもって構成する。

② 本部長は協会長が務める。
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③ 副本部長は、保安センター社長、総務担当副会長、保安担当副会長をもって構成する。

④ 副本部長は本部長を補佐し、本部長に支障があるときは総務担当副本部長がその職務を

代行する。

⑤ 協会の他の副会長は、本部において本部長及び各副本部長を補佐する。

（現地対策本部）

第６条 被災支部の支部事務所又は保安センター営業所に、現地対策本部を設置する。

２ 前項による対策本部が設置できない場合には、その設置できるまでの間支部長の所属会社

に現地対策本部を設置する。

３ 被災支部が複数にわたる場合は、各支部ごとに現地対策本部を設置する。

（現地対策本部の組織）

第７条 現地対策本部の組織は当該支部ごとに次のとおりとする。

① 現地対策本部長は、当該支部の支部長が務める。

② 現地対策副本部長は、保安担当役員、地域担当地区長と保安センター営業所長をもって

構成する。

③ 現地対策本部長に支障があるときは、副本部長がその職務を代行する。

第三章 職 務

（本部の職務）

第８条 本部の主な職務は次のとおりとする。

① 現地対策本部及び、防災機関との連絡調整

② 被害状況及び復旧状況の情報収集、分析、広報

③ 県内各支部への応援隊の派遣要請

④ 他の都道府県協会等からの応援の調整と派遣要請

⑤ 応急供給と緊急資材の調達及び輸送の調整

⑥ 二次災害防止のためのマスコミ等による広報活動

⑦ 現地対策本部の活動支援と調整

（災害対策本部長等の職務）

第９条 本部長の主な職務は次のとおりとする。

① 防災機関及び近隣都県協会との連絡調整と応援の要請

② 被害状況の収集とマスコミ等への広報活動

２ 副本部長の主な職務は次のとおりとする。

① 保安担当副本部長は第８条の②③④⑤⑦の職務を総括する。

② 総務担当副本部長は本部長を補佐し、第８条の①⑥の職務を行う。

③ 保安センター担当副本部長は保安センターの連絡調整業務を総括する。

（現地対策本部の職務）

第 条 現地対策本部の主な職務は次のとおりとする。

① 本部及び防災機関との連絡調整

② 二次災害防止のための緊急措置と応急措置

③ 被害状況及び復旧状況の調査

④ 応急供給

⑤ 緊急資材の受入れ及び応援隊の受入調整と要請

地震災害対策規則

第一章 総 則

（目 的）

第１条 この規則は、神奈川県下において発生した大地震等の災害によって、県民に広範囲の被害

があったとき、若しくは、重大な被害の発生する恐れのある場合及び警戒宣言が発令された

場合に、公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会（以下「協会」という）及び株式会社神奈川県

エルピーガス保安センター（以下「保安センター」という）が会員相互の共助と地域社会へ

の協力を基本とした即応体制を確立し、地域住民・公共施設等に応急供給と速やかな復旧作

業を行い、ＬＰガスの保安と安定供給を確立することにより公共の信頼に応えることと共に、

ＬＰガス業界の社会的地位の向上を図ることを目的とする。

２ 前項を補完する為、協会及び保安センターは、防災機関と協力して災害に対応する準備を

行うとともに、地域防災の啓発に努める。

（用語の定義）

第２条 用語の定義は次のとおりとする。

① 大地震 県下における震度５強以上の地震をいう。

② 協会職員等 協会職員及び保安センター社員をいう。

③ 応急供給 各自治体との協定に基づく災害時の供給をいう。

④ 緊急措置 地震直後のＬＰガス設備の供給停止をいう。

⑤ 応急措置 安全確認後の供給及び仮設供給を行う為の点検等をいう。

⑥ 重要特定施設 病院・公共施設及び避難場所等をいう。

⑦ 特定施設 ＬＰガス消費設備のある集会所等をいう。

⑧ 防災機関 県・市町村・警察・消防等をいう。

⑨ 応援隊 他支部会員、卸社員等で応援する者をいう。

第二章 組 織

（組 織）

第３条 大地震等の災害が発生したとき、協会長は災害対策本部及び現地対策本部を設置する。

２ 気象庁より震度５強以上の地震発表がなされた場合は、災害対策本部及び現地対策本部を

設置する。

３ 警戒宣言が発令された場合は、災害対策本部を設置する。

（災害対策本部）

第４条 協会事務所に災害対策本部（以下「本部」という）を設置するものとする。

２ 前項による対策本部が設置できない場合には、その設置できるまでの間協会長の所属会社

に災害対策本部を設置する。

３ 被災地以外の支部は本部に所属する。

（本部の組織）

第５条 本部の組織は次のとおりとする。

① 本部は本部長、副本部長 名並びに協会職員等をもって構成する。

② 本部長は協会長が務める。
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⑥ 二次災害防止のための広報活動

（協会職員等の職務）

第 条 協会職員等の主な職務は次のとおりとする。

① 発災後速やかに所属事業所に参集する。

② 被害状況の調査と緊急措置を行う。

③ 所属事業所到着後直ちに本部長及び副本部長の指示を仰ぐ。

④ 被災支部及び各支部との連絡をとり情報の収集を行う。

⑤ 防災機関との連絡及び情報の収集を行う。

やむをえず所属事業所に参集できない者は、最寄りの支部又は保安センターの営業

所に参集し責任者の指示に従い行動する。

（被災現地のＬＰガス販売事業者の職務）

第 条 被災現地のＬＰガス販売事業者は、被災地域の安全を確認し、その後直ちに被災状況を現

地対策本部に報告すると共に、緊急措置を行い二次災害の防止に努める。

２ 販売事業者ごとに策定された地震防災マニュアルに基づき行動する。

３ 現地対策本部長の指示により応急措置を行う。

（卸事業者の職務）

第 条 卸事業者は、被災地域の安全を確認し、その後直ちに被災状況を本部及び現地対策本部に

報告すると共に、緊急措置を行い二次災害の防止に努め、応急供給を行う。

２ 支部で策定された地震防災マニュアルに基づき行動する。

３ 卸事業者ごとに策定された地震防災マニュアルに基づき行動する。

４ 販売事業者の依頼により応急措置及び応急供給を行う。

５ ＬＰガス及び応急資材の確保と輸送を行う。

６ 応急供給に伴うＬＰガスの供給を行う。

７ 水害等により発生した流出容器の一時保管を行う。

（応援隊の職務）

第 条 応援隊は、現地対策本部長の指示に従い、緊急度の高い順に二次災害の防止と住民の生活

保持に協力する。

２ 支部で策定された防災マニュアルに基づき行動する。

３ 重要特定施設等へのＬＰガス設備の設置と取り扱いの指導を行う。

４ ＬＰガス及び応急資材の確保と輸送を行う。

５ 特定施設等への応急供給を行う。

６ 現地対策本部の要請により、炊出し等の支援、指導を行う。

７ その他現地対策本部長の指示に従い行動する。

（応援の要請）

第 条 現地対策本部長は、被災支部への応援を本部長に要請できるものとする。

２ 現地対策本部長の要請が無い場合でも、本部長は保安センター社員を中心とした被害状

況調査及び緊急措置のための人員を出動させることができる。

（協力）

第 条 協会員は、本部の設置時より、本部及び支部の要請の如何にかかわらず、積極的に協力す

るものとする。
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第四章 解 散

（本部長の解散）

第 条 本部長は、地震災害が終息し若しくは災害発生後の措置が完了したと認めたときは、神奈

川県と協議のうえ本部等を解散するとともに、現地対策本部及び各支部の長に遅滞なく通

知するものとする。

第五章 雑 則

（事後処理）

第 条 応急供給等の措置を要しなくなったときには、当該措置に従事したＬＰガス販売業者は、

他のＬＰガス販売事業者の共助のもとに、遅滞なく次のとおり事後処理する。

① ＬＰガス容器等の供給設備の撤去と設置場所の原状回復

② 応急供給等の措置に要した費用の精算

（費用の負担）

第 条 災害対応に要した費用は、原則として受益者負担とする。但し、これにより難しいときは

本部において裁定するものとする。

２ これらの費用を賄うため別途、防災基金を積み立てる。

（競争自粛）

第 条 本部の設置時より本部長が終結宣言を行った日の翌月末までの期間を災害応急対策期間と

する。

２ 前項の期間中、会員は、被災現地の消費者とＬＰガス販売事業者間の従前のＬＰガス供

給契約を尊重するものとし、当該消費者に対する勧誘を自粛する。

（細 目）

第 条 以上に定めるもののほか、本部、現地対策本部の運営及び職務に必要な事項はそれぞれの

本部長がその都度定める。

運 用

第 条 地元自治体と締結した防災協定の内容がこの規則と異なる場合には、地域性を考慮し、そ

の防災協定を優先して運用することとする。

（準 用）

第 条 この規則は、風水害等による広範囲の被害があって、必要と認められるときに準用する。

なお、容器の流出等が発生した際には、別に定める「流出容器等処理要綱」に基づき対処

する。

２ この規則は、他の都道府県協会等からの応援要請があった場合準用する。

３ 前項を円滑に執り行うため関係機関等との協議を定期的に実施するように努力する。

附 則 社団法人神奈川県エルピーガス協会地震応急対策規程（平成 年 月 日施行）は、

本規則の施行時をもって廃止する。

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

この規則は、令和 年 月 日から施行する。

⑥ 二次災害防止のための広報活動

（協会職員等の職務）

第 条 協会職員等の主な職務は次のとおりとする。

① 発災後速やかに所属事業所に参集する。

② 被害状況の調査と緊急措置を行う。

③ 所属事業所到着後直ちに本部長及び副本部長の指示を仰ぐ。

④ 被災支部及び各支部との連絡をとり情報の収集を行う。

⑤ 防災機関との連絡及び情報の収集を行う。

やむをえず所属事業所に参集できない者は、最寄りの支部又は保安センターの営業

所に参集し責任者の指示に従い行動する。

（被災現地のＬＰガス販売事業者の職務）

第 条 被災現地のＬＰガス販売事業者は、被災地域の安全を確認し、その後直ちに被災状況を現

地対策本部に報告すると共に、緊急措置を行い二次災害の防止に努める。

２ 販売事業者ごとに策定された地震防災マニュアルに基づき行動する。

３ 現地対策本部長の指示により応急措置を行う。

（卸事業者の職務）

第 条 卸事業者は、被災地域の安全を確認し、その後直ちに被災状況を本部及び現地対策本部に

報告すると共に、緊急措置を行い二次災害の防止に努め、応急供給を行う。

２ 支部で策定された地震防災マニュアルに基づき行動する。

３ 卸事業者ごとに策定された地震防災マニュアルに基づき行動する。

４ 販売事業者の依頼により応急措置及び応急供給を行う。

５ ＬＰガス及び応急資材の確保と輸送を行う。

６ 応急供給に伴うＬＰガスの供給を行う。

７ 水害等により発生した流出容器の一時保管を行う。

（応援隊の職務）

第 条 応援隊は、現地対策本部長の指示に従い、緊急度の高い順に二次災害の防止と住民の生活

保持に協力する。

２ 支部で策定された防災マニュアルに基づき行動する。

３ 重要特定施設等へのＬＰガス設備の設置と取り扱いの指導を行う。

４ ＬＰガス及び応急資材の確保と輸送を行う。

５ 特定施設等への応急供給を行う。

６ 現地対策本部の要請により、炊出し等の支援、指導を行う。

７ その他現地対策本部長の指示に従い行動する。

（応援の要請）

第 条 現地対策本部長は、被災支部への応援を本部長に要請できるものとする。

２ 現地対策本部長の要請が無い場合でも、本部長は保安センター社員を中心とした被害状

況調査及び緊急措置のための人員を出動させることができる。

（協力）

第 条 協会員は、本部の設置時より、本部及び支部の要請の如何にかかわらず、積極的に協力す

るものとする。
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地震災害対策マニュアル 協会マニュアル編

１ 事前準備

① 本部組織図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ハードの事項

イ．携帯電話の登録（正副会長等）

ロ．ファクシミリ及びＥメールによる通報先

・（公社）神奈川県ＬＰガス協会・正副会長、支部長

協会より地震予知連絡会通知を受信した支部長は、支部会員へ通知する。

・ＬＰガス充填所（４４事業所）

総務担当副本部長

本 部 長

保安担当副本部長 保安センター担当副本部長
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ＬＰガス充填所一覧

事 業 所 名 〒 所 在 地
Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

㈱エネサンス関東 東京事業所 川崎市多摩区寺尾台

三ツ輪産業㈱神奈川支店

横浜営業所
横浜市神奈川区守屋町

㈱大八金沢ガスサービスセンター 横浜市金沢区幸浦

大洋石油ガス㈱ 横浜市栄区上郷町

レモンガス㈱横浜支店 横浜市緑区三保町

㈱ミツウロコヴェッセル

横浜営業所
横浜市都筑区川向町

○ ㈱クラスタ 横浜市都筑区東方町

○ ㈱マルエイ 横浜支店 横浜市緑区上山

○ ㈱サガミ 横須賀市衣笠町

㈱湘南菱油瓦斯 横須賀市内川

セントラル石油瓦斯㈱

横須賀支店
横須賀市内川

日新商事㈱ガス部横須賀営業所 横須賀市野比

○
エネアーク関東㈱

神奈川支店
厚木市金田

○ ㈱トーエル 厚木市上依知

東京ガスエネルギー㈱

神奈川支社
大和市深見台

○
ＥＮＥＯＳグローブエナジー㈱

関東支社 神奈川支店
綾瀬市吉岡東

○ 日通商事㈱横浜ＬＰガス事業所 綾瀬市深谷上

全国農業協同組合連合会 神奈川県

本部 生活部ガス課
海老名市河原口

地震災害対策マニュアル 協会マニュアル編

１ 事前準備

① 本部組織図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ハードの事項

イ．携帯電話の登録（正副会長等）

ロ．ファクシミリ及びＥメールによる通報先

・（公社）神奈川県ＬＰガス協会・正副会長、支部長

協会より地震予知連絡会通知を受信した支部長は、支部会員へ通知する。

・ＬＰガス充填所（４４事業所）

総務担当副本部長

本 部 長

保安担当副本部長 保安センター担当副本部長
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大陽日酸エネルギー㈱

神奈川支店
海老名市門沢橋

㈱ＴＯＫＡＩ 厚木支店 海老名市下今泉

○ ㈱エネサンス関東 座間事業所 座間市小松原

○ 北日本物産㈱相模原営業所 相模原市緑区西橋本

日本瓦斯㈱ 津久井営業所 相模原市緑区根小屋

○
ミライフ㈱神奈川支店

相模原オフィス
相模原市中央区下九沢

田辺工業㈱相模工場 相模原市中央区小山

東横化学㈱相模原支社 相模原市中央区宮下

㈱ミツウロコヴェッセル

相模原店
相模原市中央区宮下

エネサンス関東㈱

藤沢事業所
藤沢市大庭

○
ミライフ㈱神奈川支店

藤沢オフィス
藤沢市大庭

藤沢市ガス事業協同組合 藤沢市菖蒲沢

㈱サガミ 湘南支店 茅ヶ崎市堤

井村ガス㈱ 高座郡寒川町倉見

アジア商事㈱ 平塚市横内

高圧ガス工業㈱ 神奈川工場 平塚市東豊田

セントラル石油瓦斯㈱

神奈川支店
平塚市久領堤

橋本産業㈱平塚営業所 平塚市四之宮

○ レモンガス㈱ 平塚市高根

㈱ＴＯＫＡＩ 小田原支店 小田原市扇町
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岩谷産業㈱小田原工場 小田原市久野

西湘ガス産業㈱ 小田原市扇町

○ ㈱古川 小田原市寿町

三ツ輪産業㈱神奈川支店

小田原営業所
小田原市荻窪

足柄プロパンガス協同組合 足柄上郡山北町向原

㈱ガスネット 南足柄市和田河原

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大陽日酸エネルギー㈱

神奈川支店
海老名市門沢橋

㈱ＴＯＫＡＩ 厚木支店 海老名市下今泉

○ ㈱エネサンス関東 座間事業所 座間市小松原

○ 北日本物産㈱相模原営業所 相模原市緑区西橋本

日本瓦斯㈱ 津久井営業所 相模原市緑区根小屋

○
ミライフ㈱神奈川支店

相模原オフィス
相模原市中央区下九沢

田辺工業㈱相模工場 相模原市中央区小山

東横化学㈱相模原支社 相模原市中央区宮下

㈱ミツウロコヴェッセル

相模原店
相模原市中央区宮下

エネサンス関東㈱

藤沢事業所
藤沢市大庭

○
ミライフ㈱神奈川支店

藤沢オフィス
藤沢市大庭

藤沢市ガス事業協同組合 藤沢市菖蒲沢

㈱サガミ 湘南支店 茅ヶ崎市堤

井村ガス㈱ 高座郡寒川町倉見

アジア商事㈱ 平塚市横内

高圧ガス工業㈱ 神奈川工場 平塚市東豊田

セントラル石油瓦斯㈱

神奈川支店
平塚市久領堤

橋本産業㈱平塚営業所 平塚市四之宮

○ レモンガス㈱ 平塚市高根

㈱ＴＯＫＡＩ 小田原支店 小田原市扇町
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③ 資材の確保

資材の保管先 ＬＰガス充填所（②ロ．ＬＰガス充填所一覧表参照）

（株）神奈川県エルピーガス保安センター及び協会事務所

（株）神奈川県エルピーガス保安センター一覧表

事 業 所 名 〒 所 在 地
Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

（株）神奈川県エルピーガス

保安センター本社

横浜市中区北仲通

共済ビル別館

川崎営業所 川崎市高津区久地

横浜営業所 横浜市都筑区池辺町

横須賀三浦営業所
横須賀市佐原

㈱横須賀三浦プロパンガス会館

県央営業所
相模原市麻溝台

㈱相模原エルピージー会館

湘南営業所
平塚市田村

湘南支部会館

（公社）神奈川県ＬＰガス協会・支部事務所一覧表

事 業 所 名 〒 所 在 地
Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

川崎北支部
川崎市高津区久地

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

横浜東支部
横浜市神奈川区守屋町

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

横浜中央南支部
横浜市南区南太田

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

横浜戸塚支部
横浜市泉区新橋町

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

横須賀三浦支部

横須賀市佐原

㈱横須賀三浦プロパンガス会館

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

相模原支部

相模原市麻溝台

㈱相模原エルピージー会館

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

小田原支部

小田原市扇町

小田原液化ガス協同組合

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

足柄支部

足柄上郡山北町向原

足柄プロパンガス協同組合
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④ 備品等の確保

（本部備品等の確保）

項 目 品 目 数 量

服 装 等

ヘルメット（事前支給） ３０個

防災服上下（事前支給） ３０着

安全靴（事前支給） １８足

食 料 品
カップメン類 １２０食

缶詰類（イージーオープンエンド仕様が便利） １ケース

飲 料 水

（少なくとも３日分）

ペットボトル（外国製品）１ ８㍑ ６０本

缶入り飲料水（国産品） ５ケース

ポリ容器入り水１ ８㍑ ８個

医 薬 品 家庭用常備薬 １式

燃 焼 機 器 等
カセットコンロ ６台

カセットボンベ ２ケース

その他の備品等

毛布・アルミシート ２０組

懐中電灯（壁に５個取付） １０個

ラジオ（携帯） ２台以上

非常時用排便収納袋 ６セット

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 資材の確保

資材の保管先 ＬＰガス充填所（②ロ．ＬＰガス充填所一覧表参照）

（株）神奈川県エルピーガス保安センター及び協会事務所

（株）神奈川県エルピーガス保安センター一覧表

事 業 所 名 〒 所 在 地
Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

（株）神奈川県エルピーガス

保安センター本社

横浜市中区北仲通

共済ビル別館

川崎営業所 川崎市高津区久地

横浜営業所 横浜市都筑区池辺町

横須賀三浦営業所
横須賀市佐原

㈱横須賀三浦プロパンガス会館

県央営業所
相模原市麻溝台

㈱相模原エルピージー会館

湘南営業所
平塚市田村

湘南支部会館

（公社）神奈川県ＬＰガス協会・支部事務所一覧表

事 業 所 名 〒 所 在 地
Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

川崎北支部
川崎市高津区久地

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

横浜東支部
横浜市神奈川区守屋町

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

横浜中央南支部
横浜市南区南太田

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

横浜戸塚支部
横浜市泉区新橋町

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

横須賀三浦支部

横須賀市佐原

㈱横須賀三浦プロパンガス会館

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

相模原支部

相模原市麻溝台

㈱相模原エルピージー会館

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

小田原支部

小田原市扇町

小田原液化ガス協同組合

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

足柄支部

足柄上郡山北町向原

足柄プロパンガス協同組合
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２ 発災時

予知連通知……… 公社 神奈川県ＬＰガス協会役員（正副会長、支部長）、

ＬＰガス充填所（ 一覧表参照）、㈱神奈川県エルピーガス保安センター

（ 一覧表参照）へファクシミリ及びＥメールにて同時通報する。

 

連絡フロー図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発 災

○ 参集

震度５強以上は自動参集（自己の身の安全を確認後）

３ 発災直後（概ね 時間経過後）

震度５強以上は自動参集する。それ以後の行動は支部マニュアルに準ずる。

会 長

副 会 長

協 会

保安センター

ＬＰガス充填所支 部 長

会 員

予知連通知

予知連通知

予知連通知予知連通知
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発災時の対応

① 協会長及び副会長への連絡

② 災害情報の把握

③ 第二次情報の確認（テレビ等のマスコミ情報）

④ 被害情報の把握と連絡

⑤ 災害対策本部を設置する。

⑥ 支部長は災害状況を災害対策本部へ速報で連絡

 

 連絡フロー図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 長

副 会 長

協 会

保安センター
ＬＰガス充填所支 部 長

会 員

⑤災害対策本部を設置する。

連絡

被害状況報告

③第二次情報の確認 テレビ等のマスコミ情報

④被害情報の把握と連絡

被害状況報告 被害状況報告

連絡 連絡

②災害情報の把握

③支部長は災害情報

を必ず協会へ速報

で連絡

被害状況報告

②災害情報の把握

②災害情報の把握

２ 発災時

予知連通知……… 公社 神奈川県ＬＰガス協会役員（正副会長、支部長）、

ＬＰガス充填所（ 一覧表参照）、㈱神奈川県エルピーガス保安センター

（ 一覧表参照）へファクシミリ及びＥメールにて同時通報する。

 

連絡フロー図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発 災

○ 参集

震度５強以上は自動参集（自己の身の安全を確認後）

３ 発災直後（概ね 時間経過後）

震度５強以上は自動参集する。それ以後の行動は支部マニュアルに準ずる。

会 長

副 会 長

協 会

保安センター

ＬＰガス充填所支 部 長

会 員

予知連通知

予知連通知

予知連通知予知連通知
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４ 本部体制確立

広域避難場所等を処した地図（行政機関作成）を 部用意し、 部は協会に保管し、 部はそれぞ

れ保安担当副本部長が保管する。

災害対策本部長等の職務フロー図（規則第 条・第 条参照）

 災 害 対 策 本 部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政機関等

経済産業省商務情報政策局産業保安グループ保安課ガス安全室

経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課

神奈川県くらし安全防災局防災部消防保安課

（一社）全国ＬＰガス連合会

（一社）東京都ＬＰガス協会

（一社）千葉県ＬＰガス協会

（一社）埼玉県ＬＰガス協会

（一社）静岡県ＬＰガス協会

（一社）山梨県ＬＰガス協会

日本放送協会横浜放送局放送部

②被害状況及び復旧状況の

情報収集 分析、広報

③県内各支部への応援隊の

派遣要請

④他の都道府県協会等から

の応援調整

⑤応急供給と緊急資材の調

達及び輸送の調整

と派遣要請

⑦現地対策本部の活動支援

と調整

①現地対策本部及び防災機関と

連絡調整

⑥二次災害防止のためのマスコ

ミ等によ

る広報活動

保安センターの連絡調整業務

を総括

電話相談 被災地以

外の支部

保安センター ＬＰガス充填所 現地対策本部

保安担当副本部長

協 会 職 員 等

保安センター担当副本部長

総務担当副本部長

本 部 長
①防災機関及び近隣都道府県

との連絡調整と応援の要請

②被害状況の収集とマスコミ

等への広報活動

本部に所属
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５ 応援出動等

支部長は広域避難場所等を処した地図を用意しておくこと。

６ 事後処理

① 点検調査票は、保安センター調査票及び供給開始時調査票を活用し、供給設備及び消費設備だけ

を点検調査する。

保安センター調査票は実費で協会が買い上げる。

② 点検済ステッカーは、保安センターのものを活用する。

協会が実費で買い上げる。

③ 緊急避難場所等への供給ガス等に関する経費請求は、各支部マニュアルを尊重する。

④ 流出容器・放置容器は、ＬＰガス充填所へ持ち込むこと。

⑤ 流出容器・放置容器の処分については、別に定める「流出容器等処理要綱」に基づき処理する。

⑥ 仮設住宅に関するガス供給等の経費請求については、各支部マニュアルを尊重する。

４ 本部体制確立

広域避難場所等を処した地図（行政機関作成）を 部用意し、 部は協会に保管し、 部はそれぞ

れ保安担当副本部長が保管する。

災害対策本部長等の職務フロー図（規則第 条・第 条参照）

 災 害 対 策 本 部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政機関等

経済産業省商務情報政策局産業保安グループ保安課ガス安全室

経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課

神奈川県くらし安全防災局防災部消防保安課

（一社）全国ＬＰガス連合会

（一社）東京都ＬＰガス協会

（一社）千葉県ＬＰガス協会

（一社）埼玉県ＬＰガス協会

（一社）静岡県ＬＰガス協会

（一社）山梨県ＬＰガス協会

日本放送協会横浜放送局放送部

②被害状況及び復旧状況の

情報収集 分析、広報

③県内各支部への応援隊の

派遣要請

④他の都道府県協会等から

の応援調整

⑤応急供給と緊急資材の調

達及び輸送の調整

と派遣要請

⑦現地対策本部の活動支援

と調整

①現地対策本部及び防災機関と

連絡調整

⑥二次災害防止のためのマスコ

ミ等によ

る広報活動

保安センターの連絡調整業務

を総括

電話相談 被災地以

外の支部

保安センター ＬＰガス充填所 現地対策本部

保安担当副本部長

協 会 職 員 等

保安センター担当副本部長

総務担当副本部長

本 部 長
①防災機関及び近隣都道府県

との連絡調整と応援の要請

②被害状況の収集とマスコミ

等への広報活動

本部に所属

－ 15－



地 震 災 害 対 策 支 部 規 程

（目 的）

第１条 この規程は、公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会（以下「協会」という）の地震災害

対策規則をうけ地震災害発生時における支部内の災害情報の収集と二次災害の防止のた

めの緊急措置（初期点検）及びＬＰガスの供給先の応急措置と被災地住民のための応急

供給を円滑に実施することを目的とする。

（用語の定義）

第２条 用語の定義は次のとおりとする。

① 大地震 県下における震度５強以上の地震をいう。

② 協会職員等 協会職員及び保安センター社員をいう。

③ 応急供給 各自治体との協定に基づく災害時の供給をいう。

④ 緊急措置 地震直後のＬＰガス設備の供給停止をいう。

（初期点検）

⑤ 応急措置 安全確認後の供給及び仮設供給を行う為の点検をいう。

⑥ 重要特定施設 病院・公共施設及び避難場所等をいう。

⑦ 特定施設 ＬＰガス消費設備のある集会所等をいう。

⑧ 防災機関 県・市町村・警察・消防等をいう。

⑨ 応援隊 他支部会員、卸社員等で応援する者をいう。

（組 織）

第３条 協会における災害対策本部が設置されることを受け（ 支部）現地対策本部（以下「対

策本部」という）を設置する。

２ 前項の対策本部は、第１条の目的の円滑な対応とその処理を図るため、別表に掲げる

組織を置く。

３ 対策本部は支部事務所又は、保安センター営業所に設置する。

４ 前項による対策本部が設置できない場合には、その設置できるまでの間支部長の所属

会社に対策本部を設置する。

５ 対策本部長は地区長販売事業所に地区対策本部を設置することができる。

６ 地区対策本部を設置した時は、速やかに災害対策本部へ報告する。

第４条 対策本部の組織は次のとおりである。

１ 対策本部長は、支部長が務める。

２ 対策副本部長は、支部役員と保安センター営業所長をもって構成する。

３ 対策本部長に支障があるときは、副本部長がその職務を代行する。

（職 務）

第５条 対策本部長の職務は次のとおりとする。

① 支部全体を把握し、各地区の調整と保安を統括

② 本部及び防災機関との連絡、調整

２ 対策副本部長の職務は次のとおりとする。

① 二次災害防止のための緊急措置（初期点検）と応急措置の各地区間の調整

② 応急供給の指揮

③ 被害状況及び復旧状況の調査

④ 緊急資材の受入れ及び応援隊の受入調整

－ 16－



⑤ 二次災害防止のための広報活動

（要 請）

第６条 対策本部長又は副本部長は、災害対策本部に応援を要請できるものとする。

（協 力）

第７条 支部会員等は、対策本部の設置時より、対策本部の要請の如何にかかわらず、対策本

部の指揮下に入り積極的に協力するものとする。

（災害への対応等）

第８条 被害状況の調査及び緊急措置（初期点検）・応急措置にあたっては、二次災害の防止に

留意し的確な対応に努める。

（災害への事前対応等）

第９条 緊急措置（初期点検）及び応急措置を円滑に行わせるため次項の書類を整備して支部

事務所・保安センター及び支部長・副支部長の事務所に保管して置く。

① 緊急連絡網（支部会員・官公庁・防災機関等）

② 災害対策組織図

③ 災害発生時の対応表

④ 応急供給先を含む避難所等重要特定施設の地図及び概要

⑤ 緊急資材等の保管場所の案内図等

（対策本部の解散）

第 条 対策本部長は、協会の災害対策本部長と協議し、地震災害が終息し、災害発生後の処

置が完了したと認めたときは、対策本部を解散する。

（その他）

第 条 以上に定めることのほか、対策本部の運営に関し必要な事項は、対策本部長がその都

度定める。

（準 用）

第 条 この規程は、風水害等による広範囲の被害があって、必要と認められるときに準用す

る。また、容器の流出等が発生した際には、別に定める「流出容器等処理要綱」に基

づき対処する。

附 則 この規程は、令和２年１１月２４日から施行する。

地 震 災 害 対 策 支 部 規 程

（目 的）

第１条 この規程は、公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会（以下「協会」という）の地震災害

対策規則をうけ地震災害発生時における支部内の災害情報の収集と二次災害の防止のた

めの緊急措置（初期点検）及びＬＰガスの供給先の応急措置と被災地住民のための応急

供給を円滑に実施することを目的とする。

（用語の定義）

第２条 用語の定義は次のとおりとする。

① 大地震 県下における震度５強以上の地震をいう。

② 協会職員等 協会職員及び保安センター社員をいう。

③ 応急供給 各自治体との協定に基づく災害時の供給をいう。

④ 緊急措置 地震直後のＬＰガス設備の供給停止をいう。

（初期点検）

⑤ 応急措置 安全確認後の供給及び仮設供給を行う為の点検をいう。

⑥ 重要特定施設 病院・公共施設及び避難場所等をいう。

⑦ 特定施設 ＬＰガス消費設備のある集会所等をいう。

⑧ 防災機関 県・市町村・警察・消防等をいう。

⑨ 応援隊 他支部会員、卸社員等で応援する者をいう。

（組 織）

第３条 協会における災害対策本部が設置されることを受け（ 支部）現地対策本部（以下「対

策本部」という）を設置する。

２ 前項の対策本部は、第１条の目的の円滑な対応とその処理を図るため、別表に掲げる

組織を置く。

３ 対策本部は支部事務所又は、保安センター営業所に設置する。

４ 前項による対策本部が設置できない場合には、その設置できるまでの間支部長の所属

会社に対策本部を設置する。

５ 対策本部長は地区長販売事業所に地区対策本部を設置することができる。

６ 地区対策本部を設置した時は、速やかに災害対策本部へ報告する。

第４条 対策本部の組織は次のとおりである。

１ 対策本部長は、支部長が務める。

２ 対策副本部長は、支部役員と保安センター営業所長をもって構成する。

３ 対策本部長に支障があるときは、副本部長がその職務を代行する。

（職 務）

第５条 対策本部長の職務は次のとおりとする。

① 支部全体を把握し、各地区の調整と保安を統括

② 本部及び防災機関との連絡、調整

２ 対策副本部長の職務は次のとおりとする。

① 二次災害防止のための緊急措置（初期点検）と応急措置の各地区間の調整

② 応急供給の指揮

③ 被害状況及び復旧状況の調査

④ 緊急資材の受入れ及び応援隊の受入調整
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地震災害対策マニュアル 支部マニュアル編

Ⅰ 地震災害対策の概要

地震災害対策概要 １

公社 神奈川県ＬＰガス協会

災 害 対 策 本 部

地 区 長

ブ ロ ッ ク 長

県 ・ 市 ・ 町 ・ 村

災 害 対 策 本 部

支部会員

協会職員

保安センター社員

応援隊（他支部会員、

メーカー、卸業者）

災 害 対 策 要 員

応急対策活動の対象

優先施設

避難収容施設

病院

福祉施設

一般消費者

報告

応援要請

指示

指示

自動参集 指示

応急供給の要請

救援活動等

応急供給

緊急措置

応急措置

緊急措置

応急措置

現 地 対 策 本 部

（ ）支部
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地震災害対策概要 ２

地 震 発 生

緊急措置

応急措置 応急供給

本格復旧

４８時間

１６日目

・対象

全消費者

・災害対策要員

自動参集した支部会員

保安センター社員等

・指揮

地区長によりブロック長

が班を構成し、指揮する。

・対象

現に居住している建物等

・災害対策要員

支部会員、保安センター社員

協会職員、応援隊（他支

部会員、卸社員等）

・指揮

地区長によりブロック長

が班を構成し、指揮する

・対象

避難収容施設

病院、公共施設等

・要請者

行政の対策本部

・実施者

（ ）支部

・指揮

副本部長

・実施期間

要請者から停止の

指示があるまで継続

・応急措置、応急供給が概ね終了した

時点で、随時各販売事業者がそれぞれ

の顧客に対して本格復旧行う。

３日目

地震災害対策マニュアル 支部マニュアル編

Ⅰ 地震災害対策の概要

地震災害対策概要 １

公社 神奈川県ＬＰガス協会

災 害 対 策 本 部

地 区 長

ブ ロ ッ ク 長

県 ・ 市 ・ 町 ・ 村

災 害 対 策 本 部

支部会員

協会職員

保安センター社員

応援隊（他支部会員、

メーカー、卸業者）

災 害 対 策 要 員

応急対策活動の対象

優先施設

避難収容施設

病院

福祉施設

一般消費者

報告

応援要請

指示

指示

自動参集 指示

応急供給の要請

救援活動等

応急供給

緊急措置

応急措置

緊急措置

応急措置

現 地 対 策 本 部

（ ）支部
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Ⅱ 災害対策の体制

１ 組 織

地震災害発生時における支部内の災害情報の収集と、二次災害の防止のための緊急措置（初

期点検）及びＬＰガスの供給先の応急措置と、被災住民のための応急供給の円滑な対応と、そ

の処理を図るために別表に掲げる組織を置く。

現地対策本部

○ 協会における災害対策本部が設置されることを受け、又は自発的に（ 支部）現地

対策本部を設置する。

対策本部は、支部事務所又は保安センター営業所に設置されることになりますが、そこが被害

を受ける等により設置できない場合は、支部長事業所に、そこも使用不可能なときは地域の被災

状況、会員事業所の状況等により最も適当と判断されるところに設置されます。

そのため、あらかじめ本部を設置する候補場所を選定しておく必要があります。

○ 対策本部長は、支部長が務めます。対策副本部長は、支部役員と保安センター営業所長を

もって構成します。対策本部長に支障がある場合は、副本部長がその職務を代行することに

なります。

○ 対策本部が設置されたときは、速やかに関係者に設置場所、そこへの連絡方法等について

知らせる必要があります。

地区、ブロック

支部は、あらかじめ対策本部の下に地区をもうけ、さらに地区を３～４に分けてこれをブロ

ックとします。この地区、ブロックは輪番制とはせず事業規模等により適当な事業者を選任す

ることが望ましい。

地区には地区長、ブロックにはブロック長を設けます。

ある地区に被害が集中した場合等、対策本部長が必要と認めたとき、地区に地区対策本

部を地区長事業所に設けることができます。

災害対策要員

災害対策要員は、支部会員、協会職員、保安センター社員、応援隊（他支部会員、メーカ

ー社員等）をもって構成します。

２ 職 務

対策本部

○ 対策本部長

支部全体を把握し、各地区の調整と保安を総括し、本部及び防災機関との連絡、調整をしま

す。

○ 対策副本部長

・ 緊急措置（初期点検）と応急措置の各地区間の調整

・ 応急供給の指揮

・ 各地区からの報告される被害状況及び復旧状況の集約及び指示

・ 緊急資材の受入れ及び応援隊の受入調整

・ 二次災害防止のための広報活動
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地区長

・ 二次災害防止のための緊急措置（初期点検）と応急措置の現場指揮

・ 各ブロックから報告される被害状況及び復旧状況の集約及び対策本部への報告

ブロック長

・ 自動参集してくる災害対策要員の班構成及び担当地域の指示

・ 各班から報告される被害状況及び復旧状況の集約及び地区長への報告

災害対策要員

・ 現場作業と情報の収集及びブロック長への報告

３ 災害への対応

災害への事前対応

緊急措置（初期点検）及び応急措置を円滑に行わせるため次項の書類を整備して支部事務所・

保安センター及び支部長・副支部長の所属会社等に保管して置く。

① 緊急連絡網（支部会員・官公庁・防災機関等）

② 災害対策組織図

③ 応急供給先を含む避難所等重要特定施設の地図及び概要

④ 災害発生時の対応表

⑤ 緊急資機材等の保管場所の案内図等

災害発生時の対応等

被害状況の調査及び緊急措置（初期点検）・応急措置にあたっては、二次災害の防止に留意し

的確な対応に努める。

又、災害発生時の円滑な対応とその処理を更に強める為に、下記の通り区分した。

① 通常勤務時間内の場合（資料１）

② 休日・夜間・早朝の場合（資料２）

４ 災害対策要員（支部会員・協会職員・保安センター社員）

自動参集

① 災害対策要員は、テレビ、ラジオ等の情報から「警戒宣言」が発令された場合及び、災害対策

本部・現地対策本部が設置されると推測した場合又は設置された場合は、現在いる場所及び自宅

周辺の被害状況等の情報収集をする。

② 就業時間中は、情報の収集を行いブロック長に連絡し指示を仰ぐ。

③ 就業時間外は、情報の収集等を行いながらブロック長事務所に自動参集する。

④ 防災服を着用して参集する。

参集の対象

原則として、以下①②の災害対策要員を除く全員とする。

但し、家族・家屋等の被害がなく安否の心配がない時点で参集する。

① 家族に老人・病人等がいて避難に支障がある災害対策要員

② 健康上、緊急業務に従事することが困難な災害対策要員

参集場所

原則として現地対策本部とするが、各自の判断で参集するのが困難と思われる場合は、参集でき

ると思われるブロック等に参集する。

Ⅱ 災害対策の体制

１ 組 織

地震災害発生時における支部内の災害情報の収集と、二次災害の防止のための緊急措置（初

期点検）及びＬＰガスの供給先の応急措置と、被災住民のための応急供給の円滑な対応と、そ

の処理を図るために別表に掲げる組織を置く。

現地対策本部

○ 協会における災害対策本部が設置されることを受け、又は自発的に（ 支部）現地

対策本部を設置する。

対策本部は、支部事務所又は保安センター営業所に設置されることになりますが、そこが被害

を受ける等により設置できない場合は、支部長事業所に、そこも使用不可能なときは地域の被災

状況、会員事業所の状況等により最も適当と判断されるところに設置されます。

そのため、あらかじめ本部を設置する候補場所を選定しておく必要があります。

○ 対策本部長は、支部長が務めます。対策副本部長は、支部役員と保安センター営業所長を

もって構成します。対策本部長に支障がある場合は、副本部長がその職務を代行することに

なります。

○ 対策本部が設置されたときは、速やかに関係者に設置場所、そこへの連絡方法等について

知らせる必要があります。

地区、ブロック

支部は、あらかじめ対策本部の下に地区をもうけ、さらに地区を３～４に分けてこれをブロ

ックとします。この地区、ブロックは輪番制とはせず事業規模等により適当な事業者を選任す

ることが望ましい。

地区には地区長、ブロックにはブロック長を設けます。

ある地区に被害が集中した場合等、対策本部長が必要と認めたとき、地区に地区対策本

部を地区長事業所に設けることができます。

災害対策要員

災害対策要員は、支部会員、協会職員、保安センター社員、応援隊（他支部会員、メーカ

ー社員等）をもって構成します。

２ 職 務

対策本部

○ 対策本部長

支部全体を把握し、各地区の調整と保安を総括し、本部及び防災機関との連絡、調整をしま

す。

○ 対策副本部長

・ 緊急措置（初期点検）と応急措置の各地区間の調整

・ 応急供給の指揮

・ 各地区からの報告される被害状況及び復旧状況の集約及び指示

・ 緊急資材の受入れ及び応援隊の受入調整

・ 二次災害防止のための広報活動
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参集後の報告等

① ブロック長の所属会社等に参集後直ちに出動の報告及び情報の報告を行う。

② 報告後に災害対策組織上の各上司の指示を仰ぐ。

５ 他支部からの支援

他支部会員は、災害対策本部からの応援要請があった場合、現地対策本部の指示に従い、速やかに

支援を実施する。

６ 他支部への応援

支部会員は、災害対策本部からの他支部への応援要請があった場合、他支部の現地対策本部の指示

に従い、速やかに応援を実施する。

７ 消費者へのＰＲ

支部会員は、事前に消費者等に対し協会の地震災害対策活動の内容や消費者へのお願いをＰＲする

ためチラシなどを配布する。
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地 震 災 害 対 策 組 織 図

現地対策本部（本部長・統括）

各 公 的 機 関
県ＬＰガス協会

地震災害対策本部

調査担当 副本部長

情報収集・連絡

供給対策担当 副本部長

緊急措置、応急措置・

応 急 供 給

総務担当 副本部長

広 報 ・ 庶 務

外 部 対 応

（ ）地区

地 区 長

（ ）地区

地 区 長

（ ）地区

地 区 長

（ ）ブロック

ブロック長

（ ）地区

地 区 長

（ ）ブロック

ブロック長

（ ）ブロック

ブロック長

（ ）ブロック

ブロック長

班 班 班 班 班 班 班 班 班班 班 班

地区対策本部 地区対策本部 地区対策本部 地区対策本部

参集後の報告等

① ブロック長の所属会社等に参集後直ちに出動の報告及び情報の報告を行う。

② 報告後に災害対策組織上の各上司の指示を仰ぐ。

５ 他支部からの支援

他支部会員は、災害対策本部からの応援要請があった場合、現地対策本部の指示に従い、速やかに

支援を実施する。

６ 他支部への応援

支部会員は、災害対策本部からの他支部への応援要請があった場合、他支部の現地対策本部の指示

に従い、速やかに応援を実施する。

７ 消費者へのＰＲ

支部会員は、事前に消費者等に対し協会の地震災害対策活動の内容や消費者へのお願いをＰＲする

ためチラシなどを配布する。
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Ⅲ 緊 急 措 置（初期点検）

１ 緊急措置（初期点検）の概要

◇ 緊急措置（初期点検）とは

◇ 緊急措置（初期点検）の開始

◇ 緊急措置（初期点検）の作業

◆ 緊急措置（初期点検）は、発災直後のＬＰガスの二次災害を防止するため、

ＬＰガス関連設備の点検を実施することです。

◆ 初期点検は、発災後の概ね 時間程度の活動として

・ ＬＰガス容器等の確認作業（元バルブの閉栓、転倒容器の復帰、安全な

場所への容器移動等）を実施します。

・ 支部内の全ての消費場所の点検を実施します。

◆ 原則として、夜間発災時の初期点検は、災害対策要員の安全確保のため

夜明けを待って活動に入ります。

◆ 実働の単位は、ブロックとします。

◆ 初期点検にあたっては、緊急措置実施図により該当するブロック内の

点検を実施することとします。

◆ 点検により供給を停止した設備には、保安センターで現行使用している

調査済みステッカー等に「緊急停止」と記載し容器バルブに貼付します。

◆ 倒壊家屋の下の容器の撤去は危険が伴い作業が困難であり、初期点検の

効率を妨げるため、撤去は行いません。

◆ 付近で火災が発生し、又は火災が近づき消防等から要請があった場合、

撤去可能な容器に限り安全と思われる場所に移動することとします。

◆ 水害等により流出、土砂災害により埋没した容器を発見した場合は、速や

かにブロック長・地区長を通じ現地対策本部へ報告します。
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緊急措置（初期点検）の体制フロー図

現 地 対 策 本 部 災 害 対 策 要 員

地 区 長
ブ ロ ッ ク 長

作業班の把握

作 業 班

初 期 点 検 の 実 施

結果報告 作業指示 自動参集

作業班構成指示

作業結果の報告

作業状況の報告 作業の指示

専門知識を有する有資格者等

Ⅲ 緊 急 措 置（初期点検）

１ 緊急措置（初期点検）の概要

◇ 緊急措置（初期点検）とは

◇ 緊急措置（初期点検）の開始

◇ 緊急措置（初期点検）の作業

◆ 緊急措置（初期点検）は、発災直後のＬＰガスの二次災害を防止するため、

ＬＰガス関連設備の点検を実施することです。

◆ 初期点検は、発災後の概ね 時間程度の活動として

・ ＬＰガス容器等の確認作業（元バルブの閉栓、転倒容器の復帰、安全な

場所への容器移動等）を実施します。

・ 支部内の全ての消費場所の点検を実施します。

◆ 原則として、夜間発災時の初期点検は、災害対策要員の安全確保のため

夜明けを待って活動に入ります。

◆ 実働の単位は、ブロックとします。

◆ 初期点検にあたっては、緊急措置実施図により該当するブロック内の

点検を実施することとします。

◆ 点検により供給を停止した設備には、保安センターで現行使用している

調査済みステッカー等に「緊急停止」と記載し容器バルブに貼付します。

◆ 倒壊家屋の下の容器の撤去は危険が伴い作業が困難であり、初期点検の

効率を妨げるため、撤去は行いません。

◆ 付近で火災が発生し、又は火災が近づき消防等から要請があった場合、

撤去可能な容器に限り安全と思われる場所に移動することとします。

◆ 水害等により流出、土砂災害により埋没した容器を発見した場合は、速や

かにブロック長・地区長を通じ現地対策本部へ報告します。
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２ 緊急措置（初期点検）時の指揮・連絡体系

◇ 作業班

◇ ブロック長

現地対策本部

地 区 長 他地区 長

連絡

連絡調整

要員の確

保

作業

班

ブ ロ ック

長

報
告

要員の確保

作業班

ブ ロ ッ ク

長

報
告

要員の確保

作業班

ブ ロ ッ ク

長

報
告

◆ 作業班は、日没に取りあえず１日目の作業を終了し、ブロック長

に報告する。

◆ 作業が早く終了した場合は、速やかにブロック長に報告し、次の

指示を受ける。

◆ ブロック長は、その日の作業の進捗状況、収集した情報を地区長

に連絡する。

◆ ブロック長は、ブロック内の進捗状況から他への応援が可能と

判断した場合は、地区長に報告し、指示をうける。

◆ 日没後も作業を継続する必要があるか無いかは、ブロック長が

作業遂行の安全性、緊急性から判断し、その旨を地区長に報告する。

◆ ブロック長は、地区長又は現地対策本部からの指示がない場合は、

作業班を動かすことなくブロック内の活動のみに専念する。

◆ 災害対策要員等から流出容器等の連絡を受けた場合は、速やかに現

地対策本部を通じ災害対策本部へ通報する。
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緊急措置（初期点検）実施図

（赤ペンで下記の明細地図上に記入して下さい）

記入例 点検済み ①容器バルブの閉止

②転倒容器等の立て直し作業

点検済み 容器を移動

点検不能 容器不明、家屋倒壊

通行止め 道路、橋

ブロック番号 地 図 番 号

実 施 者 ブロック長

✔

○

×

×

明細地図

２ 緊急措置（初期点検）時の指揮・連絡体系

◇ 作業班

◇ ブロック長

現地対策本部

地 区 長 他地 区 長

連絡

連絡調整

要員の確

保

作業

班

ブ ロ ック

長

報
告

要員の確保

作業班

ブ ロ ッ ク

長

報
告

要員の確保

作業班

ブ ロ ッ ク

長

報
告

◆ 作業班は、日没に取りあえず１日目の作業を終了し、ブロック長

に報告する。

◆ 作業が早く終了した場合は、速やかにブロック長に報告し、次の

指示を受ける。

◆ ブロック長は、その日の作業の進捗状況、収集した情報を地区長

に連絡する。

◆ ブロック長は、ブロック内の進捗状況から他への応援が可能と

判断した場合は、地区長に報告し、指示をうける。

◆ 日没後も作業を継続する必要があるか無いかは、ブロック長が

作業遂行の安全性、緊急性から判断し、その旨を地区長に報告する。

◆ ブロック長は、地区長又は現地対策本部からの指示がない場合は、

作業班を動かすことなくブロック内の活動のみに専念する。

◆ 災害対策要員等から流出容器等の連絡を受けた場合は、速やかに現

地対策本部を通じ災害対策本部へ通報する。
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Ⅳ 応 急 供 給

１ 応急供給の概要

大規模地震が発生すると建物、道路、橋梁等のほか、水道、電気、都市ガス等のライフライ

ンが大きな被害を受けます。

ライフラインの復旧には、過去の地震被害の経験から、かなりの日数を要することがわかっ

ています。

そこで、避難場所、医療機関、災害活動拠点に対し、応急的にＬＰガスを供給することが必

要となります。

２ 応急供給の要請とその方法

◇ 応急供給の要請は、県、市、町、村の災害対策本部が現地対策本部（県ＬＰガス協会○○支

部）に要請して行われます。

◇ 応急供給の方法は、県、市、町、村の災害対策本部と協議して直接避難場所等の供給場所か、

その他の適当な場所に、充填所等にあるＬＰガスを可能な運搬手段を用いて行います。

応急供給とは、大規模地震が起きたときに、重要特定施設（病院、公共施

設等）や特定施設（集会場）に対し炊事、医療用燃料として、ＬＰガスを供

給し、コンロ等を使用できる状態にすることです。

応急供給の体系フロー図をご覧下さい
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住民等の滞留

（ 広 域 避 難 施 設 ）

応急供給の体系フロー図

現 地 対 策 本 部

地 区 長

ブ ロ ッ ク 長

供 給 場 所

県 ・ 市 ・ 町 ・ 村

災 害 対 策 本 部

住 民 等 の 避 難

（広域避難場所等へ）

供 給 事 業 所

（充填所）

又は

（販売店） 広域避難施設

以外の

供 給 場 所

供給の要請 供給の場所の決定

供給業者の

決定の指示

供給業者の

決定の協議

供給の報告

供 給

住

民

等

の

移

動

供給の指示

Ⅳ 応 急 供 給

１ 応急供給の概要

大規模地震が発生すると建物、道路、橋梁等のほか、水道、電気、都市ガス等のライフライ

ンが大きな被害を受けます。

ライフラインの復旧には、過去の地震被害の経験から、かなりの日数を要することがわかっ

ています。

そこで、避難場所、医療機関、災害活動拠点に対し、応急的にＬＰガスを供給することが必

要となります。

２ 応急供給の要請とその方法

◇ 応急供給の要請は、県、市、町、村の災害対策本部が現地対策本部（県ＬＰガス協会○○支

部）に要請して行われます。

◇ 応急供給の方法は、県、市、町、村の災害対策本部と協議して直接避難場所等の供給場所か、

その他の適当な場所に、充填所等にあるＬＰガスを可能な運搬手段を用いて行います。

応急供給とは、大規模地震が起きたときに、重要特定施設（病院、公共施

設等）や特定施設（集会場）に対し炊事、医療用燃料として、ＬＰガスを供

給し、コンロ等を使用できる状態にすることです。

応急供給の体系フロー図をご覧下さい
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３ 応急供給の手順

① 「ＬＰガスの供給に関する協定」に基づく供給の要請、報告

要請の方法

県・市・町・村の災害対策本部からの応急供給の要請は、

◇ 要請の方法

◇ 供給の場所

◇ 供給の数量

◇ 容器の設置、撤去、回収

◇ 報告・清算

等について、定めた「協定」に基づき行われます。

県・市・町・村

（ 災 害 対 策 本 部 ）

要 請

供給場所の協議・

供給の報告

供給の指示 実施の報告

供

給

現地対策本部

供給事業者

供給場所

災害時には、速やかな供給が望まれ、連絡手段が限られてしまう

もののＦＡＸまたはＥメール等の記録の残る形で県・市・町・村の

災害対策本部からの要請により供給を実施することとする。
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◇ 供給場所

◇ 供給の数量

◇ 容器の設置

◇ 容器の撤去と回収

供給場所としての想定されるところは、

◆ 重要特定施設（病院・公共施設及び避難場所等）

◆ 特定施設（ ガス消費設備のある集会場等）

◆ その他

供給場所として、 ガスを使用していた場所については、まず被

害の状況を点検し、速やかに復旧することが必要です。

また、 ガスを使用していない場所にも仮設配管し、応急供給と

しての対応をすることとなります。

◆ 支部の現地対策本部は、県・市・町・村の災害対策本部からの供

給の要請に対しては、供給できる最大限の量を供給することになり

ます。

◆ 支部は、平常時から充填所又は販売店にある在庫等の供給能力を

地域別に把握しておく必要があります。

◆ 容器の設置にあたっては、 ガス容器の転倒防止対策を施したう

えで、ゴムホース、調整器等を用いて施工するようにしなければな

りません。

◆ 転倒防止については、余震対策の面からも重要であり、屋外設置

が多くなると思われることから容器周囲に鎖、ロープを張るための

杭等の施工も必要となります。

◆ 要請者である県・市・町・村の災害対策本部が各供給場所ごとに

応急供給の必要性がないと判断するに至った時に、応急供給活動は

終了します。

◆ 支部の現地対策本部は、終了の支持を受けしだい責任を持って

ガス容器等提供した器具の撤去・回収を安全に実施する必要があり

ます。

◆ それまでの間は、供給場所に継続的に供給を実施します。

３ 応急供給の手順

① 「ＬＰガスの供給に関する協定」に基づく供給の要請、報告

要請の方法

県・市・町・村の災害対策本部からの応急供給の要請は、

◇ 要請の方法

◇ 供給の場所

◇ 供給の数量

◇ 容器の設置、撤去、回収

◇ 報告・清算

等について、定めた「協定」に基づき行われます。

県・市・町・村

（ 災 害 対 策 本 部 ）

要 請

供給場所の協議・

供給の報告

供給の指示 実施の報告

供

給

現地対策本部

供給事業者

供給場所

災害時には、速やかな供給が望まれ、連絡手段が限られてしまう

もののＦＡＸまたはＥメール等の記録の残る形で県・市・町・村の

災害対策本部からの要請により供給を実施することとする。
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◇ 報 告

◇ 清 算

② 供給の実施

◇ 充填所からの供給

充填所は、供給能力が大きいことから、要請のあった供給場所への輸送が可能な時には応急供

給の中心となるものです。

◆ 事業者から現地対策本部への報告

現地対策本部から指示を受けた事業者は、供給実施後速やかにそ

の結果を可能な方法で支部に報告することが必要です。

◆ 現地対策本部から要請者への報告

供給を実施した事業者から結果について報告を受けた現地対策本

部は、速やかに実施状況を可能な方法で要請を受けた県・市・町・

村の災害対策本部に報告する必要があります。

主な報告事項 ・供給を実施した日時、場所

・供給した物資の種類（容器ナンバー

等の明細）及びその数量

◆ 供給したＬＰガスその他の物資の代金の清算は、協定に基づいて要

請者と県ＬＰガス協会○○支部の間で行われることになります。

◆ 応急供給に従事した事業者は、供給を実施した日時、場所、供給し

た物資の種類及びその数量を正確に記録し、また支部においても供

給を実施した事業者からの報告を正確に集計しておくことが必要で

す。

は から供給する充填所を決定する。現地対策本部

充填所の被災状況

従業員の参集状況

在庫量等

◆ 支部ではあらかじめ地域毎に輸送を受け持つ充填所と設置工事を実施

する販売店とをグループ化し、通常から従業員の事業所への自動参集、設

備の被害状況の点検、充填開始のための点検等について訓練しておくこと

が必要です。

◆ 最初の段階では、在庫で対応することになりますが、要請の数量によっ

ては、充填を再開する必要がありますが、その際は配管等の漏洩の有無の

確認などの事前保安点検を十分にすることが必要です。
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◇ 販売店等からの供給

◇ 災害対策本部への供給応援要請

（販売店からの供給）

◆ 地域の販売店が在庫で対応することになるのは、充填所からの輸送が

不可能なときです。

◆ 一販売店の在庫量には限界があるため、充填所を含めた相互の協力体

制を地区毎に確保しておく必要があります。

◆ 支部の現地対策本部が行う供給指示は、支部の地区長に対してなされ

ますが、状況によっては他の適当な事業者に対して行われることもあり

得るので、地区により連絡順位を決めておかなければなりません。

（軒下在庫からの供給）

◆ 充填所又は販売店からの容器を輸送できない状況のときに行う供給方

法で、このような状況では供給場所近くの消費者に設置されている

ガス充填容器のうち支障のない容器（軒下在庫）を供給することになり

ます。

◆ 従って、支部の現地対策本部は供給場所近くの販売店または充填所、

実施能力のあるＬＰガス事業者に実施の指示をすることになります。

◆ また、供給の指示を受けていた充填所や販売店が現地の状況から ガ

スを輸送し供給することが困難と判断した場合に実施されることもあり

ます。この場合、速やかに軒下在庫により供給したことを現地対策本部

に報告する必要があります。

◆ 軒下在庫による供給では、応急供給を実施する事業者と容器を所有す

る事業者が異なることも、当然あり得るので支部と事業者間での清算方

法を取り決めしておく必要があります。

◆ なお、軒下在庫を設置していた消費者の不利益にならないよう十分配

慮しなければなりません。

現地対策本部は、充填所からの供給、販売店からの供給、軒下在庫からの

供給との方法でも供給が不可能であると判断したときは、災害対策本部に応

援の要請を行うことになります。

供給の方法フロー図をご覧ください

◇ 報 告

◇ 清 算

② 供給の実施

◇ 充填所からの供給

充填所は、供給能力が大きいことから、要請のあった供給場所への輸送が可能な時には応急供

給の中心となるものです。

◆ 事業者から現地対策本部への報告

現地対策本部から指示を受けた事業者は、供給実施後速やかにそ

の結果を可能な方法で支部に報告することが必要です。

◆ 現地対策本部から要請者への報告

供給を実施した事業者から結果について報告を受けた現地対策本

部は、速やかに実施状況を可能な方法で要請を受けた県・市・町・

村の災害対策本部に報告する必要があります。

主な報告事項 ・供給を実施した日時、場所

・供給した物資の種類（容器ナンバー

等の明細）及びその数量

◆ 供給したＬＰガスその他の物資の代金の清算は、協定に基づいて要

請者と県ＬＰガス協会○○支部の間で行われることになります。

◆ 応急供給に従事した事業者は、供給を実施した日時、場所、供給し

た物資の種類及びその数量を正確に記録し、また支部においても供

給を実施した事業者からの報告を正確に集計しておくことが必要で

す。

は から供給する充填所を決定する。現地対策本部

充填所の被災状況

従業員の参集状況

在庫量等

◆ 支部ではあらかじめ地域毎に輸送を受け持つ充填所と設置工事を実施

する販売店とをグループ化し、通常から従業員の事業所への自動参集、設

備の被害状況の点検、充填開始のための点検等について訓練しておくこと

が必要です。

◆ 最初の段階では、在庫で対応することになりますが、要請の数量によっ

ては、充填を再開する必要がありますが、その際は配管等の漏洩の有無の

確認などの事前保安点検を十分にすることが必要です。
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Ⅴ 応 急 措 置

１ 応急措置の概要

応急措置とは、大規模地震発災後に、ＬＰガスによる二次災害を防止するためにＬＰガス関連

設備の点検を行い、ＬＰガスの使用を可能な状態（既存の炊事用コンロの復旧またはコンロの仮

設まで）にすることです。

◇ 応急措置

◇ 応急措置の指揮・連絡体系

◆ 応急措置は、初期点検終了後（ 時間経過後）から、概ね 週間程度

を想定し、「在宅・有」を前提として実施します。

◆ 応急措置の対象は

・ ＬＰガス消費者とします。

・ 供給及び仮設供給が可能なところとします。

・ 既設炊事用コンロの復旧までとします。

◆ 作業要員の資格は、専門知識を有する有資格者とします。

◆ 容器を安全な場所に移動した場合、ブロック長を通じて、地区長に報告

をする。

現地対策本部

地 区 長 他 地 区 長

連絡

連絡調整

要員の確保

作業班

ブ ロ ッ ク

長

報
告

要員の確保

作業班

ブ ロ ッ ク

長

報
告

要員の確保

作業

班

ブロッ ク

長

報
告

充填所
供給場所付近

の 販 売 店

供給の方法フロー図

地 区 長現 地 対 策 本 部

ブロック長

在 庫 在 庫
供給場所

付近の

軒下在庫

充 填 所 又 は

供給場所付近の

販 売 店

供給場所

供給業者の決定

・供給の指示

供給業者の決定

・供給の協議

供給の報告

供給の指示

供給の報告

容器の移動による供給

輸送による

供給の実施

（特定重要施設）

（
特
定
施
設
）
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◇ 作業班

◇ ブロック長

◇ 応急措置に必要な点検内容

◇ 応援

◆ 作業班は、日没に取りあえず１日目の作業を終了し、ブロック長に報告

する。

◆ 作業が早く終了した場合は、速やかにブロック長に報告し、次の指示を

受ける。

◆ ブロック長は、その日の作業の進捗状況、収集した情報を地区長に連絡

する。

◆ ブロック長は、ブロック内の進捗状況から他への応援が可能と判断した場

合は、地区長に報告し、指示を受ける。

◆ 日没後も作業を継続する必要があるか無いかは、ブロック長が作業遂行

の安全性、緊急性から判断し、その旨を地区長に報告する。

◆ ブロック長は、地区長又は現地対策本部からの指示がない場合は、作業

班を動かすことなくブロック内の活動のみに専念する。

◆ 身辺の安全確認後にＬＰガス設備の応急点検調査を行う。

◆ 原則として調査票は起票します。（協会調査票もしくは保安センター調査

票を使用してください。）

◆ 点検調査方法は原則として、

・ 配管設備の漏洩試験・高圧部点検

・ 炊事用コンロの点火テスト

・ その他燃焼機器の外観検査及び点火テストを行って下さい。

◆ 点検調査の判定は別記の応急措置の判定表を参考にして、明細地図、ガ

スメーター等に現行使用の調査済みステッカーに記載して貼付して下さ

い。

◆ 応急措置に必要な点検資機材については、緊急・応急資機材等の項を参

照して下さい。

応急措置の実施フロー図を参照して下さい

◆ 応急措置の間の、あらゆる応援は支部の指揮下に入ります。

◆ 指揮の統一を図るため、事業者の自社優先及び縦系列の独自応援は認めず、

災害対策本部又は現地対策本部の指揮下により参加してもらいます。
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◇ 応急措置の判定表

配管漏

洩試

験・高圧

部点検

厨房用

コンロ

点火

テスト

その他の燃焼器 調査票

明細地図

メーター

現 状外観

調査

使用

検査

良 良 良 良 ◎ 一応現状のまま継続使用可能

良 良 良 出来ず ○ 他の燃料機、電気、水道不通のため検査出来ず

良 良 否 … △ コンロ以外の燃焼器は修繕或いは交換が必要

否 良 … … ゴ ゴムホース供給でコンロだけ使用

良 否 … … × コンロが使用不可優先順位先

否 否 … … × 配管もコンロも使用不可最優先

◇ 作業班

◇ ブロック長

◇ 応急措置に必要な点検内容

◇ 応援

◆ 作業班は、日没に取りあえず１日目の作業を終了し、ブロック長に報告

する。

◆ 作業が早く終了した場合は、速やかにブロック長に報告し、次の指示を

受ける。

◆ ブロック長は、その日の作業の進捗状況、収集した情報を地区長に連絡

する。

◆ ブロック長は、ブロック内の進捗状況から他への応援が可能と判断した場

合は、地区長に報告し、指示を受ける。

◆ 日没後も作業を継続する必要があるか無いかは、ブロック長が作業遂行

の安全性、緊急性から判断し、その旨を地区長に報告する。

◆ ブロック長は、地区長又は現地対策本部からの指示がない場合は、作業

班を動かすことなくブロック内の活動のみに専念する。

◆ 身辺の安全確認後にＬＰガス設備の応急点検調査を行う。

◆ 原則として調査票は起票します。（協会調査票もしくは保安センター調査

票を使用してください。）

◆ 点検調査方法は原則として、

・ 配管設備の漏洩試験・高圧部点検

・ 炊事用コンロの点火テスト

・ その他燃焼機器の外観検査及び点火テストを行って下さい。

◆ 点検調査の判定は別記の応急措置の判定表を参考にして、明細地図、ガ

スメーター等に現行使用の調査済みステッカーに記載して貼付して下さ

い。

◆ 応急措置に必要な点検資機材については、緊急・応急資機材等の項を参

照して下さい。

応急措置の実施フロー図を参照して下さい

◆ 応急措置の間の、あらゆる応援は支部の指揮下に入ります。

◆ 指揮の統一を図るため、事業者の自社優先及び縦系列の独自応援は認めず、

災害対策本部又は現地対策本部の指揮下により参加してもらいます。
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応急措置の実施フロー図〈病院等応急復旧優先施設〉

応 急 措 置 作 業 準 備

ＬＰガス使用禁止

点検を受けてから

使用のシール貼付〔 〕

応急措置対象外

（販売業者による復旧）

点 検 用 紙 に 基 づ き

漏 洩 検 査 等 点 検

携行した調整器代替用

コンロ等による仮復旧

仮設コンロの復旧工事

仮設コンロの復旧工事 点 火 試 験

応急措置完了

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

有 無

在宅か

ガス設備

の応急措置

は可能か

異常の有無

既設炊事用

コンロの仮設措置

は可能か
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応急措置の実施フロー図〈一般消費家庭〉

応 急 措 置 作 業 準 備

ＬＰガス使用禁止

点検を受けてから

使用のシール貼付〔 〕

応急措置対象外

（販売業者による復旧）

点 検 用 紙 に 基 づ き

漏 洩 検 査 等 点 検

仮設コンロの復旧工事

仮設コンロの復旧工事 点 火 試 験

応急措置完了

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

有 無

在宅か

ガス設備

の応急措置

は可能か

異常の有無

既設炊事用

コンロの仮設措置

は可能か

ＮＯ

応急措置の実施フロー図〈病院等応急復旧優先施設〉

応 急 措 置 作 業 準 備

ＬＰガス使用禁止

点検を受けてから

使用のシール貼付〔 〕

応急措置対象外

（販売業者による復旧）

点 検 用 紙 に 基 づ き

漏 洩 検 査 等 点 検

携行した調整器代替用

コンロ等による仮復旧

仮設コンロの復旧工事

仮設コンロの復旧工事 点 火 試 験

応急措置完了

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

有 無

在宅か

ガス設備

の応急措置

は可能か

異常の有無

既設炊事用

コンロの仮設措置

は可能か
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Ⅵ 連絡・情報の収集、指揮系統

１ 連絡・情報の収集

状況の把握

現地対策本部が行う地域の被災状況の把握は、応急供給を実施するうえで、供給事業者を選定する

際の判断材料にする等災害対策活動を行うための重要な事項です。

各事業者は、現地対策本部の指示を待つことなく被災状況の情報を収集し、自動参集することにな

りますが、その際、安全に配慮し、公共機関の活動の支障にならない可能な範囲内で収集することが

必要です。

情報収集等の方法

発災後の連絡・情報収集は、電話（携帯電話を含む。）の使用が困難になることが十分に予測され

ることから、事業無線、徒歩・自転車等その時の状況で可能な方法を採ることになります。

また、従業員が地震発生後に事業所に参集してくるまでの経路で見聞したことも重要な情報とな

ります。

連絡経路

◇ 行政機関との連絡

原則として、現地対策本部が行います。

現地対策本部は、常時各事業所の情報を収集し、集約しておく必要があります。

◇ 各事業所への連絡・指示

連絡・情報の収集、指揮系統フロー図

収集する情報は

◆ 自事業所の被災状況 ◆ 付近の道路等の状況

◆ 付近建物の被害状況 ◆ 顧客の被害状況

◆ 火災の発生状況 ◆ 容器の被害状況

情報の収集・集約については、誰でも必要な事項が集約できるよう、予め

様式化しておくことが必要です。

◆ 行政防災無線の使用

情報の連絡手段が確保できないような状況の時は、行政機関と協議のうえ

行政防災無線を使用することになります。

◆ 現地対策本部が、充填所及び販売店に対しては地区長及びブロック長を通

じて行うことになります。

◆ なお、保安上必要なときは、県工業保安課等が直接各事業所に指示するこ

ともあります。

◆ 連絡経路・連絡手段について、事前にいろいろな可能性を想定して、周知、

訓練等をしておく必要があります。
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連絡・情報の収集、指揮系統フロー図

Ⅶ 教育・訓練

災害対策要員に下記の教育及び訓練を適時実施する。

① 地震に関する知識（協会規則、各種マニュアル等の説明を含む）

② 現地対策本部の設置訓練

③ 地震災害緊急措置（初期点検）・応急措置等の訓練

④ 就業中及び就業時間外における地震発生時の参集訓練

⑤ 高圧ガス地震防災緊急措置訓練（県主催）

⑥ 市（区）町村防災訓練

⑦ 地域自主防災組織・防災訓練

Ⅷ 緊急・応急資機材等

支部・地区ブロック毎に下記の資機材等を確保して置く。

① 支部・地区ブロックでの地図等の整備

・ 支部地区ブロック毎に、支部内の明細図等

・ 応急供給先を含む避難所等重要特定施設の地図等

・ 充填所の位置図

地区長

ブロック長充 填 所

販 売 店

現地対策本部

（被害情報の交換）

（保安に関する

情報収集・指

示）

（販売店支援のための情報収集）

各事業所施設の被害

状況、付近の状況等

の把握、供給・点検

復旧の指示

市・町・村災害対策本部県
（保安に関する指示）

Ⅵ 連絡・情報の収集、指揮系統

１ 連絡・情報の収集

状況の把握

現地対策本部が行う地域の被災状況の把握は、応急供給を実施するうえで、供給事業者を選定する

際の判断材料にする等災害対策活動を行うための重要な事項です。

各事業者は、現地対策本部の指示を待つことなく被災状況の情報を収集し、自動参集することにな

りますが、その際、安全に配慮し、公共機関の活動の支障にならない可能な範囲内で収集することが

必要です。

情報収集等の方法

発災後の連絡・情報収集は、電話（携帯電話を含む。）の使用が困難になることが十分に予測され

ることから、事業無線、徒歩・自転車等その時の状況で可能な方法を採ることになります。

また、従業員が地震発生後に事業所に参集してくるまでの経路で見聞したことも重要な情報とな

ります。

連絡経路

◇ 行政機関との連絡

原則として、現地対策本部が行います。

現地対策本部は、常時各事業所の情報を収集し、集約しておく必要があります。

◇ 各事業所への連絡・指示

連絡・情報の収集、指揮系統フロー図

収集する情報は

◆ 自事業所の被災状況 ◆ 付近の道路等の状況

◆ 付近建物の被害状況 ◆ 顧客の被害状況

◆ 火災の発生状況 ◆ 容器の被害状況

情報の収集・集約については、誰でも必要な事項が集約できるよう、予め

様式化しておくことが必要です。

◆ 行政防災無線の使用

情報の連絡手段が確保できないような状況の時は、行政機関と協議のうえ

行政防災無線を使用することになります。

◆ 現地対策本部が、充填所及び販売店に対しては地区長及びブロック長を通

じて行うことになります。

◆ なお、保安上必要なときは、県工業保安課等が直接各事業所に指示するこ

ともあります。

◆ 連絡経路・連絡手段について、事前にいろいろな可能性を想定して、周知、

訓練等をしておく必要があります。
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③ 応急措置点検用資機材の備品リスト

項 目 応急措置点検用資機材リスト

服 装 ヘルメット、革手袋、安全靴、リュックサック等

点検器具 水柱ゲージ又は圧力計、ガス漏れ検知器又は石けん水

工 具
スパナ（ 以上）、ドライバー（＋－両用）、ペ

ンチ（ 以上）、磁石（メータ復帰用）

そ の 他

シール（緊急点検済み合否用）、白紙調査票（緊急措

置）、通信機等、懐中電灯、赤の油性マジック

コンロ、パイプレンチ（ 本）、プラグ又はキャップ、

点検ジグ、カッター

④ その他各支部で必要とするもの

② 緊急措置（初期点検）時における携行品リスト

項 目 緊急措置点検用作業携行品リスト

服 装 ヘルメット、革手袋、安全靴、リュックサック等

工 具
スパナ（ 以上）、ドライバー（＋－両用）、ペ

ンチ（ 以上）、磁石（メータ復帰用）

そ の 他
シール（緊急点検済み合否用）、白紙調査票（緊急措

置）、通信機等、懐中電灯、赤の油性マジック
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資料１

災害発生時の対応表

Ａ 通常勤務時間内の場合

○ 地区災害対策本部及び対応地区

地区名 地区長 ブロック長 班 班 班 対応地区

地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名


氏名



氏名



氏名



氏名



③ 応急措置点検用資機材の備品リスト

項 目 応急措置点検用資機材リスト

服 装 ヘルメット、革手袋、安全靴、リュックサック等

点検器具 水柱ゲージ又は圧力計、ガス漏れ検知器又は石けん水

工 具
スパナ（ 以上）、ドライバー（＋－両用）、ペ

ンチ（ 以上）、磁石（メータ復帰用）

そ の 他

シール（緊急点検済み合否用）、白紙調査票（緊急措

置）、通信機等、懐中電灯、赤の油性マジック

コンロ、パイプレンチ（ 本）、プラグ又はキャップ、

点検ジグ、カッター

④ その他各支部で必要とするもの

② 緊急措置（初期点検）時における携行品リスト

項 目 緊急措置点検用作業携行品リスト

服 装 ヘルメット、革手袋、安全靴、リュックサック等

工 具
スパナ（ 以上）、ドライバー（＋－両用）、ペ

ンチ（ 以上）、磁石（メータ復帰用）

そ の 他
シール（緊急点検済み合否用）、白紙調査票（緊急措

置）、通信機等、懐中電灯、赤の油性マジック
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資料２

災害発生時の対応表

Ｂ 終日・夜間・早朝の場合

○ 地区災害対策本部及び対応地区

地区名 地区長 ブロック長 班 班 班 対応地区

地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名


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資料３

○緊急措置及び応急措置に係る優先施設順位

１ 公共施設（病院・学校・行政機関等） 作成 年 月 日現在

Ｎｏ． 施 設 名 住 所 電 話 番 号

２ 業務用施設（旅館・ホテル・デパート・マーケット等） 作成 年 月 日現在

Ｎｏ． 施 設 名 住 所 電 話 番 号

３ 集合住宅 作成 年 月 日現在

Ｎｏ． 施 設 名 住 所 電 話 番 号

資料２

災害発生時の対応表

Ｂ 終日・夜間・早朝の場合

○ 地区災害対策本部及び対応地区

地区名 地区長 ブロック長 班 班 班 対応地区

地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



地区 氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名



氏名


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参考 設備点検調査票
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参考 設備点検調査票 参考 ㈱神奈川県エルピーガス保安センター調査票
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参考 ㈱神奈川県エルピーガス保安センター 調査済みステッカー
販売事業所の地震災害対策マニュアル作成要領

年 月 日

「販売事業所の地震災害対策マニュアル」について

（公社）神奈川県ＬＰガス協会は、支部、販売事業者、保安センター等と連携して地震災害対策体制

を作りました。協会の「地震災害対策規則」では、販売事業所の所在する地域で気象庁が発表する震度

５強以上の地震が発生したとき、或いは警戒宣言が発令されたとき、情報、交通手段等の不自由な状況

下にあっても、予め支部で決めてある販売事業者の災害対策の分担作業を、自動的に進められることを

目指しています。この体制を効率的に機能させるために、各事業所で「販売事業所の地震災害対策マニ

ュアル」を作成することをお願いします。

「販売事業所の地震災害対策マニュアル」は、協会、支部の「地震災害対策」と整合させる必要があ

ります。

地震災害対策は四つの作業が基本となります。

① 「緊急措置」……発災直後から 時間以内を目標に、二次災害防止のために容器バルブをしめる。

転倒容器の立て直しをする。容器を退避させる。

② 「応急措置」……「緊急措置」終了後 日以内を目標に、安全確認検査後、使用可能な設備は供

給を再開する。使用不可能な設備は炊事用コンロが使用できるようゴムホース等

で供給を再開する。

この２つの作業は現地対策本部長（支部長）の指揮の下で支部組織ぐるみで地区割ローラー作戦で行

います。

公共施設等は最優先順位で発災直後から「応急措置」を行います。

③ 「応急供給」……市町村の要請により、緊急避難施設への炊き出し用の臨時供給を支部組織対応

で行う。

④ 「復 旧」……「応急措置」終了後、各事業所が自社ユーザーの設備の改善、修理を行い供給

を全面再開する。

以上の作業を中心に販売事業所のマニュアル作成の要点と書式資料を利用し易い形で集めました。こ

れを参考にして事業所の規模、地域に合ったマニュアルを作成して下さい。

しかしマニュアルを作成するだけなら簡単です。大切なことは、各販売事業所が地震災害対策マニュ

アルを活用して教育訓練を繰り返して、地震災害時の危機管理体制の強化と、迅速な復旧作業ができる

ようになることです。

また、私達ＬＰガス販売事業者はこのように全組織をあげて地震災害対策体制を取っていることを、

日頃からお客さまに対して周知徹底する事も大事な地震災害対策です。
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参考 ㈱神奈川県エルピーガス保安センター 調査済みステッカー
販売事業所の地震災害対策マニュアル作成要領

年 月 日

「販売事業所の地震災害対策マニュアル」について

（公社）神奈川県ＬＰガス協会は、支部、販売事業者、保安センター等と連携して地震災害対策体制

を作りました。協会の「地震災害対策規則」では、販売事業所の所在する地域で気象庁が発表する震度

５強以上の地震が発生したとき、或いは警戒宣言が発令されたとき、情報、交通手段等の不自由な状況

下にあっても、予め支部で決めてある販売事業者の災害対策の分担作業を、自動的に進められることを

目指しています。この体制を効率的に機能させるために、各事業所で「販売事業所の地震災害対策マニ

ュアル」を作成することをお願いします。

「販売事業所の地震災害対策マニュアル」は、協会、支部の「地震災害対策」と整合させる必要があ

ります。

地震災害対策は四つの作業が基本となります。

① 「緊急措置」……発災直後から 時間以内を目標に、二次災害防止のために容器バルブをしめる。

転倒容器の立て直しをする。容器を退避させる。

② 「応急措置」……「緊急措置」終了後 日以内を目標に、安全確認検査後、使用可能な設備は供

給を再開する。使用不可能な設備は炊事用コンロが使用できるようゴムホース等

で供給を再開する。

この２つの作業は現地対策本部長（支部長）の指揮の下で支部組織ぐるみで地区割ローラー作戦で行

います。

公共施設等は最優先順位で発災直後から「応急措置」を行います。

③ 「応急供給」……市町村の要請により、緊急避難施設への炊き出し用の臨時供給を支部組織対応

で行う。

④ 「復 旧」……「応急措置」終了後、各事業所が自社ユーザーの設備の改善、修理を行い供給

を全面再開する。

以上の作業を中心に販売事業所のマニュアル作成の要点と書式資料を利用し易い形で集めました。こ

れを参考にして事業所の規模、地域に合ったマニュアルを作成して下さい。

しかしマニュアルを作成するだけなら簡単です。大切なことは、各販売事業所が地震災害対策マニュ

アルを活用して教育訓練を繰り返して、地震災害時の危機管理体制の強化と、迅速な復旧作業ができる

ようになることです。

また、私達ＬＰガス販売事業者はこのように全組織をあげて地震災害対策体制を取っていることを、

日頃からお客さまに対して周知徹底する事も大事な地震災害対策です。
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「販売事業所の地震災害対策マニュアルの作成の要点」

１．地震災害対策マニュアル作成の基本的考え方

Ａ．地震災害対策マニュアル作成を組織で取り組むには、

・漠然とした危機意識だけでは、役に立たない。

・他の事業所の真似だけでは実行できない。

・経営者と従業員との考え方の違いをうめる。

・共通認識の下に災害対策を考える。

・組織の合意に基づく行動要領を設定する。

・経験の共有化。個人の持つ災害知識を集約し、

それをどう生かすか？

Ｂ．地震災害対策マニュアルの作成

・重要度、緊急度、優先度を決める。

・いざ、という時に「すぐに頭に浮かぶ」か？

・頭に浮かんだことをすぐ行動に移せるか？

・それが誰でも容易に実行できるか？

Ｃ．教育訓練

・日常の教育と訓練により「地震災害対策マニュアル」

は機能する。

・「地震災害対策マニュアル」は訓練により修正或いは

追加をして行くことで完成度が高くなる。

２．地震災害対策マニュアル作成に重要な事項

Ａ．地震災害対策組織

① 事業所の地震災害対策組織の設置基準

・県下で気象庁が発表する震度５強以上の地震が発生した

とき、或いは警戒宣言が発令されたとき自動的に設置

される。

② 地震災害対策組織の職務分担

・平常時の管理組織に対応した組織編成にする。

・指揮命令系統は一本化し、要員の構成と職務を明確に

する。

・経営者は災害対策総括責任者に地震災害対策の全ての

権限を委任する。

・災害対策総括責任者の代行者をきめる。（災害対策責

任者等）

・緊急措置要員担当地区は自宅に近い所を担当させる。

参照ページ

Ｂ．災害対策要員の動員

① 勤務時間外、勤務時間内の動員基準を作成する。

② 災害対策要員から除く者の基準を決める。

③ 従業員緊急連絡先リストを作成して掲示し、従業員に

配布する。

Ｃ．災害対策非常通報連絡リスト

① 次の通報先を記載した連絡リスト作成して掲示する。

災害対策本部（（公社）神奈川県ＬＰガス協会）、現地

対策本部（支部長事業所）、地区長又は部会長事業所、

ブロック長又は班長事業所、保安センター支所、県又は

行政センター、市町村消防署、警察署、卸売事業所、配

送センター、設備会社等

② 通報方法を具体的に整備する。

Ｄ．関連協力会社との連携

① 卸売事業所、容器配送委託事業所、液化石油ガス設備工

事事業所等と災害時応援協定を締結しておく。

② 地震災害対策作業資機材等の提供、災害対策作業要員の

応援派遣の協定を作成する。

Ｅ．被害等の情報の収集と伝達

① 複数の情報収集経路により、情報の精度を高める。

ラジオ、テレビ、携帯電話、伝令等の確保と利用

② 自動参集途上においての従業員に情報収集を行わせる。

③ 情報の正確な把握のため収集及び伝達の様式を作成する。

Ｆ．供給先リストの整備と保管

① 供給先リストを整備し所定の場所へ保管する。

② 供給先周辺の地図を整備し所定の場所へ保管する。

Ｇ．緊急措置、応急措置、応急供給、復旧等の災害対策作業基準

① 緊急措置作業内容、担当地区、携行品、作業担当者のリス

トの作成。

② 応急措置作業内容、担当地区、携行品、作業担当者のリス

トの作成。

③ 応急供給の担当供給施設、作業担当者のリストの作成。

④ 復旧作業内容、携行品等の確認

Ｈ．お客さまへの情報提供

① 日常業務での災害対策の周知

② お客さまからの問い合わせに対してのマニュアル化

参照ページ

～

～

～
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「販売事業所の地震災害対策マニュアルの作成の要点」

１．地震災害対策マニュアル作成の基本的考え方

Ａ．地震災害対策マニュアル作成を組織で取り組むには、

・漠然とした危機意識だけでは、役に立たない。

・他の事業所の真似だけでは実行できない。

・経営者と従業員との考え方の違いをうめる。

・共通認識の下に災害対策を考える。

・組織の合意に基づく行動要領を設定する。

・経験の共有化。個人の持つ災害知識を集約し、

それをどう生かすか？

Ｂ．地震災害対策マニュアルの作成

・重要度、緊急度、優先度を決める。

・いざ、という時に「すぐに頭に浮かぶ」か？

・頭に浮かんだことをすぐ行動に移せるか？

・それが誰でも容易に実行できるか？

Ｃ．教育訓練

・日常の教育と訓練により「地震災害対策マニュアル」

は機能する。

・「地震災害対策マニュアル」は訓練により修正或いは

追加をして行くことで完成度が高くなる。

２．地震災害対策マニュアル作成に重要な事項

Ａ．地震災害対策組織

① 事業所の地震災害対策組織の設置基準

・県下で気象庁が発表する震度５強以上の地震が発生した

とき、或いは警戒宣言が発令されたとき自動的に設置

される。

② 地震災害対策組織の職務分担

・平常時の管理組織に対応した組織編成にする。

・指揮命令系統は一本化し、要員の構成と職務を明確に

する。

・経営者は災害対策総括責任者に地震災害対策の全ての

権限を委任する。

・災害対策総括責任者の代行者をきめる。（災害対策責

任者等）

・緊急措置要員担当地区は自宅に近い所を担当させる。

参照ページ

Ｂ．災害対策要員の動員

① 勤務時間外、勤務時間内の動員基準を作成する。

② 災害対策要員から除く者の基準を決める。

③ 従業員緊急連絡先リストを作成して掲示し、従業員に

配布する。

Ｃ．災害対策非常通報連絡リスト

① 次の通報先を記載した連絡リスト作成して掲示する。

災害対策本部（（公社）神奈川県ＬＰガス協会）、現地

対策本部（支部長事業所）、地区長又は部会長事業所、

ブロック長又は班長事業所、保安センター支所、県又は

行政センター、市町村消防署、警察署、卸売事業所、配

送センター、設備会社等

② 通報方法を具体的に整備する。

Ｄ．関連協力会社との連携

① 卸売事業所、容器配送委託事業所、液化石油ガス設備工

事事業所等と災害時応援協定を締結しておく。

② 地震災害対策作業資機材等の提供、災害対策作業要員の

応援派遣の協定を作成する。

Ｅ．被害等の情報の収集と伝達

① 複数の情報収集経路により、情報の精度を高める。

ラジオ、テレビ、携帯電話、伝令等の確保と利用

② 自動参集途上においての従業員に情報収集を行わせる。

③ 情報の正確な把握のため収集及び伝達の様式を作成する。

Ｆ．供給先リストの整備と保管

① 供給先リストを整備し所定の場所へ保管する。

② 供給先周辺の地図を整備し所定の場所へ保管する。

Ｇ．緊急措置、応急措置、応急供給、復旧等の災害対策作業基準

① 緊急措置作業内容、担当地区、携行品、作業担当者のリス

トの作成。

② 応急措置作業内容、担当地区、携行品、作業担当者のリス

トの作成。

③ 応急供給の担当供給施設、作業担当者のリストの作成。

④ 復旧作業内容、携行品等の確認

Ｈ．お客さまへの情報提供

① 日常業務での災害対策の周知

② お客さまからの問い合わせに対してのマニュアル化

参照ページ

～

～

～
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３．地震災害対策の教育、訓練

Ａ．事業所内での教育、訓練

① 勤務時間外における地震発生時の自動参集訓練

② 復旧作業内容、携行品の教育と訓練

③ 通報、連絡その他の地震災害対策訓練等

Ｂ．支部（現地対策本部）の教育、訓練

① 緊急措置作業内容、担当地区、携行品、作業担当者等

の教育と訓練

② 応急措置作業内容、担当地区、携行品、作業担当者等

の教育と訓練

③ 応急供給の担当供給施設の教育と訓練。

④ 通報、連絡その他の地震災害対策訓練等

Ｃ．他機関と連携した教育訓練

① 高圧ガス地震防災緊急措置訓練（県主催等）

② 市町村防災訓練

③ 地域自主防災組織防災訓練

Ｄ．日常業務での災害対策教育

① 供給消費設備、地震災害防止対策

② 容器置場（販売施設）地震災害防止対策

参照ページ 「販売事業所の地震災害対策体制」

事業所の所在する地域で気象庁発表の震度５強以上の地震が発生した場合、支部に現地対策本部が設

置されるのを受け事業所内に災害対策体制を組織する。

１．組織

災害対策総括責任者

災害対策要員総務要員

災害対策作業責任者総務責任者

災害対策責任者

応急措置、緊急措置

ブロック長（班長）

の指揮下にはいる

協力会社

ブロック長（班長）

地区長（部会長）

（ 支部）

現地対策本部

県・市・町・村、

防 災 機 関

系列会社

配送センター

応急供給復旧
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３．地震災害対策の教育、訓練

Ａ．事業所内での教育、訓練

① 勤務時間外における地震発生時の自動参集訓練

② 復旧作業内容、携行品の教育と訓練

③ 通報、連絡その他の地震災害対策訓練等

Ｂ．支部（現地対策本部）の教育、訓練

① 緊急措置作業内容、担当地区、携行品、作業担当者等

の教育と訓練

② 応急措置作業内容、担当地区、携行品、作業担当者等

の教育と訓練

③ 応急供給の担当供給施設の教育と訓練。

④ 通報、連絡その他の地震災害対策訓練等

Ｃ．他機関と連携した教育訓練

① 高圧ガス地震防災緊急措置訓練（県主催等）

② 市町村防災訓練

③ 地域自主防災組織防災訓練

Ｄ．日常業務での災害対策教育

① 供給消費設備、地震災害防止対策

② 容器置場（販売施設）地震災害防止対策

参照ページ 「販売事業所の地震災害対策体制」

事業所の所在する地域で気象庁発表の震度５強以上の地震が発生した場合、支部に現地対策本部が設

置されるのを受け事業所内に災害対策体制を組織する。

１．組織

災害対策総括責任者

災害対策要員総務要員

災害対策作業責任者総務責任者

災害対策責任者

応急措置、緊急措置

ブロック長（班長）

の指揮下にはいる

協力会社

ブロック長（班長）

地区長（部会長）

（ 支部）

現地対策本部

県・市・町・村、

防 災 機 関

系列会社

配送センター

応急供給復旧
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２．職 務

Ｂ．災害対策責任者 氏名

・総括責任者の指示、命令を受け事業所内を統括する。

・ブロック長、地区長、現地対策本部（支部）、防災機関、協力会社、配

送センター、系列会社等事業外との連絡、対応の責任者。

・情報の収集、伝達の責任者、状況により総括責任者の代行を行う。

Ｃ．災害対策作業責任者 氏名

・緊急措置（初期点検）、応急供給、応急措置等の支部が指示する作業

担当地区、作業者の確認、指示、命令をする。

・作業者応援を災害対策責任者に依頼する。

・応急措置報告整理、復旧作業の準備（優先順位、地区割）、作業指揮

管理。

Ｄ．緊急措置（初期点検）要員

「支部マニュアル 参照」 携行品リスト「支部マニュアル 参照」

氏 名 ブロック長事業所 担 当 地 区

Ａ．災害対策総括責任者 氏名

・事業所内の災害対策体制の総括責任者として、指示、命令をする。

Ｅ．応急措置要員

「支部マニュアル 参照」 携行品リスト「支部マニュアル 参照」

氏 名 担 当 地 区

Ｆ．応急供給要員

「支部マニュアル 参照」

氏 名 緊急避難施設名 所 在 地
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２．職 務

Ｂ．災害対策責任者 氏名

・総括責任者の指示、命令を受け事業所内を統括する。

・ブロック長、地区長、現地対策本部（支部）、防災機関、協力会社、配

送センター、系列会社等事業外との連絡、対応の責任者。

・情報の収集、伝達の責任者、状況により総括責任者の代行を行う。

Ｃ．災害対策作業責任者 氏名

・緊急措置（初期点検）、応急供給、応急措置等の支部が指示する作業

担当地区、作業者の確認、指示、命令をする。

・作業者応援を災害対策責任者に依頼する。

・応急措置報告整理、復旧作業の準備（優先順位、地区割）、作業指揮

管理。

Ｄ．緊急措置（初期点検）要員

「支部マニュアル 参照」 携行品リスト「支部マニュアル 参照」

氏 名 ブロック長事業所 担 当 地 区

Ａ．災害対策総括責任者 氏名

・事業所内の災害対策体制の総括責任者として、指示、命令をする。

Ｅ．応急措置要員

「支部マニュアル 参照」 携行品リスト「支部マニュアル 参照」

氏 名 担 当 地 区

Ｆ．応急供給要員

「支部マニュアル 参照」

氏 名 緊急避難施設名 所 在 地
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Ｇ．総務要員 責任者

氏 名 担 当 職 務

情報収集整理

社員及び事業所施設の被害調査対策

出動者の人員把握及び労務管理

食料、水、医療、寝具、燃料の確保

救急援護その他

お客さまへの情報提供

３．災害対策作業基準

名 称 応 急 供 給 緊 急 措 置 応 急 措 置 復 旧

目標期間 要請による 時間以内 緊急措置後 週間 応急措置終了後

対象施設 緊急避難施設 全施設 自社ユーザー

管理監督 自治体 現地対策本部（ 支部） 販売事業所

作 業
容器搬入

炊き出し用供給

容器バルブ閉止

転倒容器復帰

容器退避

点検

漏れ無し→復旧

漏れ有り→

厨房ゴム管供給

改善、修理

全面供給再開

４．復旧作業

Ａ．応急措置の判定と復旧作業の優先順位

Ｂ．復旧作業資料の作成の考え方

① 応急措置作業の結果報告書（設備調査等の控）は分類等に時間がかかることが予想されるので、

入手にはかなりの日数がかかると思われる。

② ガスメーターにも応急措置作業結果報告と同じ記号が記されているので、作業現場での優先順位

の分類に利用する。

③ 復旧作業が合理的に進行するように、作業責任者を中心に応急措置作業が進行中に優先順位の分

類等の準備をする。

④ 新しいコンピューターデータをプリントアウトしたとき古くなった「得意先マスター一覧表」等

を復旧作業資料として利用できるように別の場所に保管する。

⑤ 事業所が被害を受けた場合を考えて、重要なコンピューターデータを安全な場所に保管する。

Ｃ．復旧作業

① 原則として応急措置作業の結果で決めた、優先順位で復旧作業を行う。

② 応援協定を締結している関連協力会社（卸売事業所、配送センター、設備会社等）と応援要員の

派遣、復旧資機材の供給等を考慮に入れる。

③ 復旧作業に関する情報を随時、適切にお客さまに提供する。

配管漏洩

試験・高

圧部点検

厨房用

コンロ

点火テスト

その他の燃焼器 帳票明

細地図

メーター

現 状

復旧

作業優

先順位外観調査 使用検査

良 良 良 良 ◎
一応現状のまま継続

使用可能
Ⅵ

良 良 良 出来ず ○

他の燃料機、電気、水

道不通のため検査出

来ず

Ⅴ

良 良 否 … △

コンロ以外の燃焼器

は修繕或いは交換が

必要

Ⅳ

否 良 … … ゴ
ゴムホース供給でコ

ンロだけ使用
Ⅲ

良 否 … … ×
コンロが使用不可優

先順位先
Ⅱ

否 否 … … ×
配管もコンロも使用

不可最優先
Ⅰ

－ 56－



Ｇ．総務要員 責任者

氏 名 担 当 職 務

情報収集整理

社員及び事業所施設の被害調査対策

出動者の人員把握及び労務管理

食料、水、医療、寝具、燃料の確保

救急援護その他

お客さまへの情報提供

３．災害対策作業基準

名 称 応 急 供 給 緊 急 措 置 応 急 措 置 復 旧

目標期間 要請による 時間以内 緊急措置後 週間 応急措置終了後

対象施設 緊急避難施設 全施設 自社ユーザー

管理監督 自治体 現地対策本部（ 支部） 販売事業所

作 業
容器搬入

炊き出し用供給

容器バルブ閉止

転倒容器復帰

容器退避

点検

漏れ無し→復旧

漏れ有り→

厨房ゴム管供給

改善、修理

全面供給再開

４．復旧作業

Ａ．応急措置の判定と復旧作業の優先順位

Ｂ．復旧作業資料の作成の考え方

① 応急措置作業の結果報告書（設備調査等の控）は分類等に時間がかかることが予想されるので、

入手にはかなりの日数がかかると思われる。

② ガスメーターにも応急措置作業結果報告と同じ記号が記されているので、作業現場での優先順位

の分類に利用する。

③ 復旧作業が合理的に進行するように、作業責任者を中心に応急措置作業が進行中に優先順位の分

類等の準備をする。

④ 新しいコンピューターデータをプリントアウトしたとき古くなった「得意先マスター一覧表」等

を復旧作業資料として利用できるように別の場所に保管する。

⑤ 事業所が被害を受けた場合を考えて、重要なコンピューターデータを安全な場所に保管する。

Ｃ．復旧作業

① 原則として応急措置作業の結果で決めた、優先順位で復旧作業を行う。

② 応援協定を締結している関連協力会社（卸売事業所、配送センター、設備会社等）と応援要員の

派遣、復旧資機材の供給等を考慮に入れる。

③ 復旧作業に関する情報を随時、適切にお客さまに提供する。

配管漏洩

試験・高

圧部点検

厨房用

コンロ

点火テスト

その他の燃焼器 帳票明

細地図

メーター

現 状

復旧

作業優

先順位外観調査 使用検査

良 良 良 良 ◎
一応現状のまま継続

使用可能
Ⅵ

良 良 良 出来ず ○

他の燃料機、電気、水

道不通のため検査出

来ず

Ⅴ

良 良 否 … △

コンロ以外の燃焼器

は修繕或いは交換が

必要

Ⅳ

否 良 … … ゴ
ゴムホース供給でコ

ンロだけ使用
Ⅲ

良 否 … … ×
コンロが使用不可優

先順位先
Ⅱ

否 否 … … ×
配管もコンロも使用

不可最優先
Ⅰ
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５．災害対策要員の動員基準

・警戒宣言が発令された場合もこの基準を準用する。

・家族の安否を確認後出社或いは帰社する。

・自宅が遠方の災害対策要員は最寄りのブロックへ参集する。

Ａ．勤務時間外に事業所の所在する地域で震度５強以上の地震が発生した場合。

Ｂ．勤務時間内に事業所の所在する地域で震度５強以上の地震が発生した場合。

Ｃ．次に該当する者は災害対策要員から除く

① 病気、けがによる療養中の者。

② 災害により負傷した者。

③ 家族から災害による死傷者がでた者。

④ 災害により家屋に被害があった者。

⑤ 旅行中で連絡不可能な者。

要員区分 出 動 先 出動の目的 摘 要

総括責任者

及び責任者
事 業 所 指示、命令の総括

指令要員として１人以上

緊急出動
作業責任者 事 業 所

災害対策作業の指示、

命令

緊急措置要員
支部が決める

自動参集場所

担当地区の緊急措置

作業

作業は夜明けをもって開始、

緊急措置作業の携行品を各自

持参

応急供給要員
応急供給用

容器貯蔵施設

担当緊急避難所への

応急供給作業

緊急避難所が設置され、自治

体の要請により作業開始

総務要員 事 業 所 災害対策作業の支援 原則として全員出動

要員区分 職 務 摘 要

総括責任者

及び責任者
事業所で指示、命令の総括

指令要員として１人在社

或いは緊急帰社
作業責任者 事業所で災害対策作業の指示、命令

緊急措置要員
支部が決める自動参集場所に集合し

担当地区の緊急措置作業の準備

緊急措置作業の携行品を各自

持参

応急供給要員
応急供給用容器貯蔵施設で担当緊急

避難所への応急供給作業の準備

緊急避難所が設置され、自治

体の要請により作業開始

総務要員 事業所にて災害対策作業の支援 原則として全員在社

従業員緊急連絡先リスト

氏 名 住 所 自宅電話番号 携帯・ＰＨＳ

災害対策総括

責任者

災害対策責任者

災害対策作業

責任者

災害対策要員

災害対策要員

災害対策要員

総務要員

総務要員
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５．災害対策要員の動員基準

・警戒宣言が発令された場合もこの基準を準用する。

・家族の安否を確認後出社或いは帰社する。

・自宅が遠方の災害対策要員は最寄りのブロックへ参集する。

Ａ．勤務時間外に事業所の所在する地域で震度５強以上の地震が発生した場合。

Ｂ．勤務時間内に事業所の所在する地域で震度５強以上の地震が発生した場合。

Ｃ．次に該当する者は災害対策要員から除く

① 病気、けがによる療養中の者。

② 災害により負傷した者。

③ 家族から災害による死傷者がでた者。

④ 災害により家屋に被害があった者。

⑤ 旅行中で連絡不可能な者。

要員区分 出 動 先 出動の目的 摘 要

総括責任者

及び責任者
事 業 所 指示、命令の総括

指令要員として１人以上

緊急出動
作業責任者 事 業 所

災害対策作業の指示、

命令

緊急措置要員
支部が決める

自動参集場所

担当地区の緊急措置

作業

作業は夜明けをもって開始、

緊急措置作業の携行品を各自

持参

応急供給要員
応急供給用

容器貯蔵施設

担当緊急避難所への

応急供給作業

緊急避難所が設置され、自治

体の要請により作業開始

総務要員 事 業 所 災害対策作業の支援 原則として全員出動

要員区分 職 務 摘 要

総括責任者

及び責任者
事業所で指示、命令の総括

指令要員として１人在社

或いは緊急帰社
作業責任者 事業所で災害対策作業の指示、命令

緊急措置要員
支部が決める自動参集場所に集合し

担当地区の緊急措置作業の準備

緊急措置作業の携行品を各自

持参

応急供給要員
応急供給用容器貯蔵施設で担当緊急

避難所への応急供給作業の準備

緊急避難所が設置され、自治

体の要請により作業開始

総務要員 事業所にて災害対策作業の支援 原則として全員在社

従業員緊急連絡先リスト

氏 名 住 所 自宅電話番号 携帯・ＰＨＳ

災害対策総括

責任者

災害対策責任者

災害対策作業

責任者

災害対策要員

災害対策要員

災害対策要員

総務要員

総務要員
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災害対策非常通報連絡リスト 年 月 日現在

非常通報連絡先 電 話 番 号 ＦＡＸ番号 携帯電話番号

災害対策本部

公社 神奈川県ＬＰガス協会

現地対策本部（支部長）

地区長（部会長）

ブロック長（班長）

保安センター

行政センター

市町村

消防署

警察署

卸売事業所

配送センター

設備会社
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災害対策非常通報連絡リスト 年 月 日現在

非常通報連絡先 電 話 番 号 ＦＡＸ番号 携帯電話番号

災害対策本部

公社 神奈川県ＬＰガス協会

現地対策本部（支部長）

地区長（部会長）

ブロック長（班長）

保安センター

行政センター

市町村

消防署

警察署

卸売事業所

配送センター

設備会社

地震災害時におけるＬＰガスの災害対策資機材等の提供

並びに応援要員の派遣に関する協定書

（以下甲という）と （以下乙という）は、地震・風水害・

その他災害が発生した場合において、ＬＰガス災害対策資機材等の提供並びに応援要員の派遣を速やか

に実施するため、次のとおり協定する。

（要 請）

第１条 甲は、災害時におけるＬＰガス災害対策が自社だけで対応できない場合は、乙に対してＬＰガ

ス災害対策資機材等の提供並びに応援要員の派遣を要請することができるものとする。

２ 甲は、乙の協力が必要なときは、乙に対し文書をもって要請するものとする。ただし、緊急を要

するときは、ＦＡＸまたはＥメール等の記録の残る形で要請するものとする。

（体制づくり）

第２条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、業務上支障がない限り速やかに適切な対応ができる

よう体制を整備しておくものとする。

（作業の内容）

第３条 災害対策の作業内容は、甲の災害対策作業基準に定められたものとする。

（機材の範囲）

第４条 災害対策資機材等の範囲は、甲の災害対策資機材チェックリストに定められたものとする。

（補 償）

第５条 災害対策活動中応援要員が負傷・死亡した場合の補償は、労働者災害補償保険法の適用がない

場合には、別に定める保険を適用するものとする。

（協議事項）

第６条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときにはその都度双方誠意ある協議を行

うものとする。

（有効期間）

第７条 この協定は、 年 月 日から有効とし、甲・乙協議の上特別の定めによる場合を

除き、その効力を持続するものとする。

甲

乙
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（公社）神奈川県ＬＰガス協会 支部 御中（ＦＡＸ 、Ｅ ： ＠ ）

報告事業所名称

（支店等名含む）

担当者氏名

電話番号

ＬＰガス関係被害状況報告（第 ・ ・ ・ ・ 報） 年 月 日現在

報告書記入にあっての注意事項

１．被害がなくてもご提出ください。また、第１報は被害情報の全てが把握できていなくても判明している限りで出来る限

り速やかにお願いいたします。

２．ＦＡＸ・メールが使用不能の場合、電話で報告をお願いします。

３．第１報後、新たに被害が判明した場合、または前回の報告から数字が変更になった場合は出来る限り速やかに報告をお

願いい たします。 同一用紙を使用可・この場合、第２報の場合は１及び２を○で囲むこととなり、変更した数字を

修正してください。

１．自社の被害（被害の有無に○をつけてください。有りの場合は概要を記載）
項 目 被害の有無 詳 細

Ａ 事業主・従業員の安否 無事・有事
被害の人数や程度）

Ｂ 事務所の被害 無・有
被害の程度）

Ｃ 容器置場・充填所 無・有
被害の程度）

Ｄ スタンド
該当なし

無・有

被害の程度）

Ｅ 車両 無・有
被害の台数や程度）

Ｆ バルクローリー
該当なし

無・有

被害の台数や程度）

２．消費先の被害
下記のＥ、Ｆ以外は概数でかまいません。

Ａ 災害前のＬＰガス供給世帯数（概数記載可） 【 】 戸

Ｂ 家屋倒壊や、避難等により供給復旧が見込めない世帯数（概数記載可） 戸

Ｃ 立入禁止等の理由により、被害状況の確認が出来ない世帯数（概数記載可） 戸

Ｄ 供給復帰可能及び復旧済み世帯数（概数記載可） 【Ａ （Ｂ Ｃ）】 戸

Ｄの内

被害状況と未復旧数

Ｅ ガス漏れ、漏えい爆発、漏えい火災のあった件数 戸

Ｆ Ｅのうち、未復旧件数 戸

Ｇ
に該当しないが、メーターや調整器の交換及び工事等が必要な件数

（概数記載可）
戸

Ｈ Ｇのうち、未復旧件数 戸

未確認世帯数【Ｃ】および未復旧件数【Ｆ】及び【Ｈ】がゼロになるまで、報告お願いします。

は容器の流出によるものはガス漏れに含みません。

Ｉ：【Ｅ ガス漏れ・爆発・火災の被害の詳細】 ※ 発生場所（市区町村名）、発生日時は必ず記入

３．容器の流出（判明している限りで構いません）

：消費先軒先からの流出・埋没本数
本

：うち、累積回収本数 本

：その他（充填所・貯蔵施設・容器置場等）からの流出・埋

没本数 本
：うち、累積回収本数 本
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（公社）神奈川県ＬＰガス協会 支部 御中（ＦＡＸ 、Ｅ ： ＠ ）

報告事業所名称

（支店等名含む）

担当者氏名

電話番号

ＬＰガス関係被害状況報告（第 ・ ・ ・ ・ 報） 年 月 日現在

報告書記入にあっての注意事項

１．被害がなくてもご提出ください。また、第１報は被害情報の全てが把握できていなくても判明している限りで出来る限

り速やかにお願いいたします。

２．ＦＡＸ・メールが使用不能の場合、電話で報告をお願いします。

３．第１報後、新たに被害が判明した場合、または前回の報告から数字が変更になった場合は出来る限り速やかに報告をお

願いい たします。 同一用紙を使用可・この場合、第２報の場合は１及び２を○で囲むこととなり、変更した数字を

修正してください。

１．自社の被害（被害の有無に○をつけてください。有りの場合は概要を記載）
項 目 被害の有無 詳 細

Ａ 事業主・従業員の安否 無事・有事
被害の人数や程度）

Ｂ 事務所の被害 無・有
被害の程度）

Ｃ 容器置場・充填所 無・有
被害の程度）

Ｄ スタンド
該当なし

無・有

被害の程度）

Ｅ 車両 無・有
被害の台数や程度）

Ｆ バルクローリー
該当なし

無・有

被害の台数や程度）

２．消費先の被害
下記のＥ、Ｆ以外は概数でかまいません。

Ａ 災害前のＬＰガス供給世帯数（概数記載可） 【 】 戸

Ｂ 家屋倒壊や、避難等により供給復旧が見込めない世帯数（概数記載可） 戸

Ｃ 立入禁止等の理由により、被害状況の確認が出来ない世帯数（概数記載可） 戸

Ｄ 供給復帰可能及び復旧済み世帯数（概数記載可） 【Ａ （Ｂ Ｃ）】 戸

Ｄの内

被害状況と未復旧数

Ｅ ガス漏れ、漏えい爆発、漏えい火災のあった件数 戸

Ｆ Ｅのうち、未復旧件数 戸

Ｇ
に該当しないが、メーターや調整器の交換及び工事等が必要な件数

（概数記載可）
戸

Ｈ Ｇのうち、未復旧件数 戸

未確認世帯数【Ｃ】および未復旧件数【Ｆ】及び【Ｈ】がゼロになるまで、報告お願いします。

は容器の流出によるものはガス漏れに含みません。

Ｉ：【Ｅ ガス漏れ・爆発・火災の被害の詳細】 ※ 発生場所（市区町村名）、発生日時は必ず記入

３．容器の流出（判明している限りで構いません）

：消費先軒先からの流出・埋没本数
本

：うち、累積回収本数 本

：その他（充填所・貯蔵施設・容器置場等）からの流出・埋

没本数 本
：うち、累積回収本数 本

地震災害対策資機材・常備品チェックリスト　Ⅰ

点検者 点検者 点検者 点検者

点検日 点検日 点検日 点検日

必要数 保管場所

モンキースパナ(250mm以上) ◎

ドライバー(＋,－両用) ◎

ペンチ(200mm以上) ◎

カッター ◎

パイプレンチ ○

水柱ゲージ ○

自記圧力計 ○

ガス漏れ検知器 ○

モンジュ液或いは石鹸水 ○

ガス栓点検ジグ ○

Ｍメーター用設定器 ○

Ｍメーター用マグネット ◎

ゴムホース ○

ホースバンド ○

シールテープ ○

ホースエンド(オス、メス両方) ○

迅速継手（コンセントガス栓接続用） ○

プラグ又はキャップ ○

ガスメーター □

調整器・自動切替調整器 □

高圧ホース □

低圧ホース □

ヒューズガス栓・ガス栓 □

配管材料 □

チェーン □

コンロ △

ストーブ △

カセットコンロ △

カセットボンベ △

ガス充填容器 □

２・５・８Kg容器 △

点検者は、数量、機能試験、有効期限を点検する。

仮
設
用
資
材

資 機 材 ・ 常 備 品 必 要 度

工

具

点
検
工
具

資

材

◎：緊急措置、応急措置携行品 ○：応急措置携行品

□：必需資機材常備品 △：準必需資機材常備品
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地震災害対策資機材・常備品チェックリスト　Ⅱ

点検者 点検者 点検者 点検者

点検日 点検日 点検日 点検日

必要数 保管場所

ヘルメット ◎

皮手袋 ◎

安全靴 ◎

リュックサック ◎

赤の油性マジック ◎

設備調査票等(応急措置結果記録用) ○

点検済(点検センター使用) ◎

供給先周辺地図 □

供給先リスト(予備用) □
マスターデータ退避フロッピーディスク □

懐中電灯 ◎

救急医薬品 □

ラジオ(携帯用) □

テレビ(携帯用) △

携帯電話・ＰＨＳ □

無線機 △

自転車・モトクロスモーターバイク △

非常食(人数×３日分) □

飲料水(人数×３日分) □

毛布 △

懐中電灯用 □

ガス検知器用 △

Ｍメーター設定器用 △

ラジオ用 △

無線機用 △

携帯電話自動車用充電器 □

土嚢 △

ロープ □

点検者は、数量、機能試験、有効期限を点検する。

災
害
用
他

資 機 材 ・ 常 備 品 必 要 度

服

装

帳

票

類

常

備

品

備
蓄
品

予
備
用
電
池
等

◎：緊急措置、応急措置携行品 ○：応急措置携行品

□：必需資機材常備品 △：準必需資機材常備品
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緊急措置・教育訓練用応急措置携行品チェックリスト

点検者 点検者 点検者 点検者

点検日 点検日 点検日 点検日

数　量 Ⅰ Ⅱ

ヘルメット ○ ○

革手袋 ○ ○

安全靴 ○ ○

リュックサック ○ ○

スパナ(250mm以上) ○ ○

ドライバー(＋,－両用) 各１本 ○ ○

ペンチ(200mm以上) ○ ○

磁石(マイコンメーター復帰用） ○ ○

カッター ○ ○

パイプレンチ ２本 ○

水柱ゲージ又は圧力計 ○

ガス漏れ検知器又は石鹸水 ○

点検ジグ ○

ゴムホース ○

ホースバンド ○

シールテープ ○

ホースエンド(オス、メス両方) ○

迅速継手(コンセントガス栓に接続) ○

プラグ又はキャップ ○

シール(緊急点検済合否用) ○ ○

通信機器 ○ ○

懐中電灯 ○ ○

赤の油性マジック ○ ○

設備調査票(応急措置結果記録用) 20組 ○

単段調整器 ○

資

材

そ

の

他

災 害 対策要員名

服

装

工

具

点

検

具

携　　　行　　　品

Ⅰ：緊急措置携行品 Ⅱ：応急措置携行品
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ＬＰガスをご利用になっているお客さまに知っておいていただきたい大規模地震対策

１．ＬＰガスが地震に強い理由

① マイコンメーターは、ガス使用中に大きな地震（震度５相当以上）を感知すると自動的にガス

を止め、ガスの漏えいによる二次災害を防ぎます。

② いざという時に各ご家庭でガス容器（ボンベ）バルブを閉めるだけでガス漏れを防ぐことがで

きます。

ガス放出防止器を容器バルブに取付けておけば、ガス容器の転倒やガス配管の破損などで多量の

ガス漏れの可能性が出てきた時、自動的にガスを遮断します。

③ 分散型エネルギーであり、１戸ごとに個別に供給しているため、配管など供給設備の点検も短

時間で済み、迅速な復旧が可能です。

２．お客さまにできるＬＰガスの地震対策

① 日頃から心掛けていただきたいこと

ａ．ガス容器（ボンベ）には、転倒防止チェーンが掛けてあります。

きちっと設置されているか、時々確認してみましょう。

ｂ．いざという時のためにガス容器（ボンベ）バルブの閉め方を家族で確認しておきましょう。

容器バルブは右回しで閉まります。

② 地震が発生したら

ａ．まず、身の安全を確保し、あわてずにコンロや風呂などのガス器具の火を消し、元栓を閉め

てください。

ｂ．ガス容器バルブを閉めてください。

ｃ．ガス容器が倒れたら起こしてください。

３．ＬＰガス販売店や 公社 神奈川県ＬＰガス協会の地域支部組織が行う災害対策

① 一般家庭への対応

ａ．発災直後から 時間以内を目標に二次災害防止のためにＬＰガス容器バルブ閉止、転倒容器

の立て直し、容器の退避等を行う「緊急措置」作業をします。

ｂ．「緊急措置」作業終了後から 日以内を目標に安全確認検査後、使用可能な設備はガス供給

を再開します。そして使用不可能な設備はゴムホース等を利用してコンロ用にガス供給する「応

急措置」作業をします。

以上の「緊急措置」「応急措置」の作業は地域の支部組織全体で予め地区割り担当を決めておき、

災害発生後の情報、交通手段の不自由な状況下でも自動的に作業が出来る体制になっています。

作業の進み方で、他の地域の支部、他県からの応援を配置します。

ｃ．「応急措置」作業が終了した後、使用不可能であった設備を改善して、ガス供給を全面再開す

る「復旧」作業をします。この作業はガスを供給している販売店が行います。

② 公共施設（病院、学校避難施設等）への対策

発災直後から優先的に「応急供給」を行います。

③ 緊急避難施設への対策

市町村の要請により優先的に炊き出し用にＬＰガスを搬入する。「応急供給」作業を行います。公

共施設、緊急避難施設への対策も支部組織で担当、予備担当を決めて発災後自動的に作業が出来る

ような体制になっています。
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ＬＰガスをご利用になっているお客さまに知っておいていただきたい大規模地震対策

１．ＬＰガスが地震に強い理由

① マイコンメーターは、ガス使用中に大きな地震（震度５相当以上）を感知すると自動的にガス

を止め、ガスの漏えいによる二次災害を防ぎます。

② いざという時に各ご家庭でガス容器（ボンベ）バルブを閉めるだけでガス漏れを防ぐことがで

きます。

ガス放出防止器を容器バルブに取付けておけば、ガス容器の転倒やガス配管の破損などで多量の

ガス漏れの可能性が出てきた時、自動的にガスを遮断します。

③ 分散型エネルギーであり、１戸ごとに個別に供給しているため、配管など供給設備の点検も短

時間で済み、迅速な復旧が可能です。

２．お客さまにできるＬＰガスの地震対策

① 日頃から心掛けていただきたいこと

ａ．ガス容器（ボンベ）には、転倒防止チェーンが掛けてあります。

きちっと設置されているか、時々確認してみましょう。

ｂ．いざという時のためにガス容器（ボンベ）バルブの閉め方を家族で確認しておきましょう。

容器バルブは右回しで閉まります。

② 地震が発生したら

ａ．まず、身の安全を確保し、あわてずにコンロや風呂などのガス器具の火を消し、元栓を閉め

てください。

ｂ．ガス容器バルブを閉めてください。

ｃ．ガス容器が倒れたら起こしてください。

３．ＬＰガス販売店や 公社 神奈川県ＬＰガス協会の地域支部組織が行う災害対策

① 一般家庭への対応

ａ．発災直後から 時間以内を目標に二次災害防止のためにＬＰガス容器バルブ閉止、転倒容器

の立て直し、容器の退避等を行う「緊急措置」作業をします。

ｂ．「緊急措置」作業終了後から 日以内を目標に安全確認検査後、使用可能な設備はガス供給

を再開します。そして使用不可能な設備はゴムホース等を利用してコンロ用にガス供給する「応

急措置」作業をします。

以上の「緊急措置」「応急措置」の作業は地域の支部組織全体で予め地区割り担当を決めておき、

災害発生後の情報、交通手段の不自由な状況下でも自動的に作業が出来る体制になっています。

作業の進み方で、他の地域の支部、他県からの応援を配置します。

ｃ．「応急措置」作業が終了した後、使用不可能であった設備を改善して、ガス供給を全面再開す

る「復旧」作業をします。この作業はガスを供給している販売店が行います。

② 公共施設（病院、学校避難施設等）への対策

発災直後から優先的に「応急供給」を行います。

③ 緊急避難施設への対策

市町村の要請により優先的に炊き出し用にＬＰガスを搬入する。「応急供給」作業を行います。公

共施設、緊急避難施設への対策も支部組織で担当、予備担当を決めて発災後自動的に作業が出来る

ような体制になっています。

非常災害時応急復旧の応答例

《お客様からの問い合わせに対して》

※ この部分は日頃から販売店で電話受付をする方が読んでおいて下さい。

震度５強以上の大地震が起きた場合は 公社 神奈川県ＬＰガス協会及び支部において自動的に災害復

旧作業が開始されます。

まず災害から 時間以内は、販売店の人達はガス漏れによる二次災害の防止にむけて全力をあげるた

めに、自分の顧客であるか否かにかかわらず、とにかく近隣のＬＰガス消費者のガス容器のバルブを閉

めて回ることに全力をあげます。

支部には『現地対策本部』が自動的に立ち上がり、

次ぎに、発災から概ね 日以内で、台所用ガスコンロだけは使えるように努力します。

そのため、この期間は自店のお客様のところにというわけには参りません。また、お風呂や給湯器な

どはしばらく我慢していただくことになります。

本格的な復旧はその後順次行います。

災害復旧中に電話を受ける方はこれらのことを頭に入れたうえで、お客様の問い合わせに応えて下さ

い。予めどんなことが想定されるか、イメージを抱いてトレーニングをしておくことが大切です。次に

お客様からのお問い合わせを想定してその応答例をあげておきます。これを話しやすい自分の言葉に書

き換え、必ず声に出して訓練してみて下さい。

《お客様》 ガスが全然使えないのです。すぐ来て下さい。

（あなた） ただいまガス漏れがないかどうかの緊急点検を順次行っております。ガス容器

のバルブを閉めて、点検が完了致しますまでガスはお使いにならないようにお願

いします。

《お客様》 すぐ使えるようになるのですね？

（あなた） 大きな事故にならないように先ず全部のガス容器のバルブを閉めに回っていま

す。それが済みましたら引き続き台所が使えるようにして参ります。

《お客様》 うちにはいつ来ていただけるのですか？
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（あなた） 遅くとも 頃までには市内の全部のお客様が台所を使えるようにな

ります。少しでも早くするために販売店同士の垣根を越えて作業を行いますので

お客様のところへはうちの者がお伺いできるとは限りませんがよろしくお願いい

たします。

《お客様》 台所しか使えるようにならないのですか？

（あなた） 点検に伺ったときに全体に異常がなければそのままお使いいただけますが、ま

ずは出来るだけ多くの方に炊事だけは出来るようにしたいと思いますので、お風

呂などに異常がある場合はそちらの方はお使いいただけません。全部のお客様が

炊事を出来るようになったら、残った器具の復旧に回ります。それまでしばらく

ご辛抱下さい。

《お客様》 それはいつ頃になるのですか？

（あなた） 誠に申し訳ありませんがまだ災害の全容がつかめておりません。

恐れ入りますがもうしばらくお待ち下さい。

事業所内での教育・訓練

事業所内教育・訓練チェックリスト （例）

チェック項目 備 考 年月日 年月日 年月日 年月日

①地震に関する知識

②勤務時間外におけ

る地震発生時の自

動参集訓練

③復旧作業内容、携行

品の教育と訓練

④通報、連絡その他の

地震災害対策訓練等
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（あなた） 遅くとも 頃までには市内の全部のお客様が台所を使えるようにな

ります。少しでも早くするために販売店同士の垣根を越えて作業を行いますので

お客様のところへはうちの者がお伺いできるとは限りませんがよろしくお願いい

たします。

《お客様》 台所しか使えるようにならないのですか？

（あなた） 点検に伺ったときに全体に異常がなければそのままお使いいただけますが、ま

ずは出来るだけ多くの方に炊事だけは出来るようにしたいと思いますので、お風

呂などに異常がある場合はそちらの方はお使いいただけません。全部のお客様が

炊事を出来るようになったら、残った器具の復旧に回ります。それまでしばらく

ご辛抱下さい。

《お客様》 それはいつ頃になるのですか？

（あなた） 誠に申し訳ありませんがまだ災害の全容がつかめておりません。

恐れ入りますがもうしばらくお待ち下さい。

事業所内での教育・訓練

事業所内教育・訓練チェックリスト （例）

チェック項目 備 考 年月日 年月日 年月日 年月日

①地震に関する知識

②勤務時間外におけ

る地震発生時の自

動参集訓練

③復旧作業内容、携行

品の教育と訓練

④通報、連絡その他の

地震災害対策訓練等

地震災害防止用機器等のチェックリスト（教育用）

※このような事もチェックして下さい。

１．供給、消費設備

①容器の転倒、転倒防止措置について

②地震防災機器の設置について

③耐震性の高い配管施工の実施について

可能な限り埋設管を避け露出管による

施工

埋設管は耐震性の高いＰＥ管による施

工

耐震性を高める継手の組み合わせ又は

フレキ管による施工

④緊急連絡先

２．容器置場（販売施設）

①貯蔵基準

②容器の貯蔵方法は、耐震性を図るための措置

チ ェ ッ ク 項 目 備 考 年月日 年月日 年月日 年月日

容器底部に対して十分な広さを有する

コンクリート板等の上に設置

屋根瓦等の落下物による影響のない

場所に設置

容器固定具を設置

容器は１本ごとに鎖掛け

ガス放出防止器の取り付け

耐震自動ガス遮断器の取り付け

低圧ホース

マイコンメーターＳの取り付け

供給設備には、緊急連絡先を明示する

容器置場は、液化石油ガス貯蔵基準に

適合しているか

容器の転倒、転落防止措置

容器の１段積み
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流 出 容 器 等 処 理 要 綱

１．総則

（目 的）

第１条 津波、水害等によって流出、散乱したＬＰガス容器は本来、容器所有者（ＬＰガス販

売事業者等）が処理すべきものであるが、所有者が判明しない容器が放置されれば、災

害につながる恐れもあることから、大規模災害時に備えて各自治体と連携して指定され

た集積場所、（公社）神奈川県ＬＰガス協会又は各支部があらかじめ指定していた集積

所に集積された所有者不明の当該ＬＰガス容器の処理を実施し、もって容器関係の災害

の発生を防止することを目的とする。

ただし、大量の流出ＬＰガス容器が発生した場合は、別途協議する。

（用語の定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は各々該当各号に定めるところによ

る。

（１）流出容器

津波、水害等により流出又は災害復旧活動等により一定の集積場所に集められたＬ

Ｐガス容器。

（２）放置容器

ＬＰガスを消費した後、所有者又は占有者に引き取られていないＬＰガス容器。

（３）充填所等

高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の規定

による容器置場が設置され、災害時における流出容器を回収した際の保管場所を提供

できる事業所。

（４）指定集積所

（３）のうち、残ガス処理のできる事業所。

２．回収及び処理

（業務の窓口）

第３条 流出容器並びに放置容器の処理に関する業務の窓口は、災害対策本部又は現地対策本

部が担当する。

（会員の職務）

第４条 協会員は、緊急措置・応急措置並びに復旧活動等において流出容器、放置容器を発見、

或いは第三者により流出容器、放置容器の連絡を受けた場合は、ブロック長等を通じ現

地対策本部へ報告することとする。

災害復旧作業のための点検表（例）

点検年月日 年 月 日（ ）

午前
時 分 完了

午後

氏名

住所 電話番号

供給設備
合・否

容器の設置状況 合・否

調整器の設置状況 合・否

メーター回りの損傷状況 合・否

供給埋設管がある

場 合

マンホールのガス漏えい点検

排水管会所のガス漏えい点検

地面陥没部のガス漏えい点検

合・否

合・否

合・否

消費設備

□マイコンメーターによる漏えいチェック

□マノメーター・自記圧力計による漏えいチェック
合・否

□コンロの安全確認

□コンロ以外の器具の安全確認
合・否

器具周辺の漏れなし確認 合・否

販売店名 点検者氏名
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流 出 容 器 等 処 理 要 綱

１．総則

（目 的）

第１条 津波、水害等によって流出、散乱したＬＰガス容器は本来、容器所有者（ＬＰガス販

売事業者等）が処理すべきものであるが、所有者が判明しない容器が放置されれば、災

害につながる恐れもあることから、大規模災害時に備えて各自治体と連携して指定され

た集積場所、（公社）神奈川県ＬＰガス協会又は各支部があらかじめ指定していた集積

所に集積された所有者不明の当該ＬＰガス容器の処理を実施し、もって容器関係の災害

の発生を防止することを目的とする。

ただし、大量の流出ＬＰガス容器が発生した場合は、別途協議する。

（用語の定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は各々該当各号に定めるところによ

る。

（１）流出容器

津波、水害等により流出又は災害復旧活動等により一定の集積場所に集められたＬ

Ｐガス容器。

（２）放置容器

ＬＰガスを消費した後、所有者又は占有者に引き取られていないＬＰガス容器。

（３）充填所等

高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の規定

による容器置場が設置され、災害時における流出容器を回収した際の保管場所を提供

できる事業所。

（４）指定集積所

（３）のうち、残ガス処理のできる事業所。

２．回収及び処理

（業務の窓口）

第３条 流出容器並びに放置容器の処理に関する業務の窓口は、災害対策本部又は現地対策本

部が担当する。

（会員の職務）

第４条 協会員は、緊急措置・応急措置並びに復旧活動等において流出容器、放置容器を発見、

或いは第三者により流出容器、放置容器の連絡を受けた場合は、ブロック長等を通じ現

地対策本部へ報告することとする。

災害復旧作業のための点検表（例）

点検年月日 年 月 日（ ）

午前
時 分 完了

午後

氏名

住所 電話番号

供給設備
合・否

容器の設置状況 合・否

調整器の設置状況 合・否

メーター回りの損傷状況 合・否

供給埋設管がある

場 合

マンホールのガス漏えい点検

排水管会所のガス漏えい点検

地面陥没部のガス漏えい点検

合・否

合・否

合・否

消費設備

□マイコンメーターによる漏えいチェック

□マノメーター・自記圧力計による漏えいチェック
合・否

□コンロの安全確認

□コンロ以外の器具の安全確認
合・否

器具周辺の漏れなし確認 合・否

販売店名 点検者氏名
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（通 報）

第５条 前条により流出容器、放置容器の連絡を受けた現地対策本部は、速やかに災害対策本

部へ通報するものとする。

（回 収）

第６条 前条の通報を受けた場合、次の手続きにより回収する。

（１）災害対策本部は最寄りの現地対策本部長にその回収を依頼するとともに、通報記

録書（様式１）を作成し保管するものとする。

（２）（１）により依頼を受けた現地対策本部長は、流出容器、放置容器を回収すると

ともに最寄りの充填所等に仮保管を依頼するものとする。

（３）（２）により依頼を受けた充填所等は、回収容器を仮保管をするとともに、回収

容器仮保管報告書（様式２）を作成し災害対策本部に提出するものとする。

（４）（１）～（３）にかかわらず、大規模な災害により大量のＬＰガス容器が散乱し

ている状態が生じたときは、災害対策本部又は現地対策本部は、他支部の協会員に

も協力を依頼して当該ＬＰガス容器を安全な場所に集積する体制を構築するものと

する。

（処 理）

第７条 災害対策本部は前条（３）による回収容器仮保管報告書にもとづき、その区分に応じ

次の処理を行う。

（１）所有者判明容器

容器の表示等により所有者が判明したものは、回収容器引取通知書（様式３）によ

り所有者等に引取り、又は容器譲渡書（様式４）の提出を求めるものとする。

・譲渡とは、容器の所有者の識別可能な容器ではあるものの、電話等により所有者が

引取る意志・能力を有していないことが確認され、引取りが困難とされるもの。

（２）所有者等不明容器

容器の所有者の氏名等の表示や記号及び番号（以下「記号番号」）の識別ができな

い、または所有者の氏名等の表示や記号番号が識別可能な容器ではあるものの、電話

等により所有者と連絡が取れず集積場所での保管が６ヶ月を経過した容器について

は、所有者等不明容器として判定する。

ただし、次に掲げるものは遺失物法に基づく届出を行うものとする。

・所有者が判明しない回収容器で、放置場所等の状況により当該容器が遺失物である

と判断されるものは、指定集積所に保管を依頼し、遺失物として届け出る。
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（引き渡し）

第８条 回収容器を仮保管している充填所等は、所有者等にこれを引き渡した場合は保管容器

引渡報告書（様式５）にて災害対策本部に報告するものとする。

（保 管）

第９条 第７条（２）により保管を依頼された指定集積所は、仮保管されている充填所等から

当該回収容器を集積し保管するものとする。

（屑 化）

第 条 災害対策本部は次の各号のいずれかに該当する場合は、容器屑化依頼書（様式６）

により当該回収容器を保管する指定集積所等に、その処分を依頼するものとする。

① 容器所有者等から第７条（１）による容器譲渡書を受理したとき。

② 第７条（２）により所有者等不明容器と判定したもの。

③ 第７条（２）ただし書きによる届出を行った所有者不明等容器について遺失物法

による所有権が協会に移った時（６ヶ月１４日後）。

２ 指定集積所等は第１項により屑化の依頼があった場合は、高圧ガス保安法の基準に

従って屑化処分するものとする。

（費用の負担）

第 条 容器の回収、引き取り等に要した費用については、原則として容器所有者が負担す

る。ただし、第７条（１）により所有者が引取る意志等を有していないために譲渡さ

れた容器については、譲渡前の所有者の負担とする。また、所有者等不明容器につい

ては、災害対策本部において裁定するものとする。

３．その他

（業務の推進体制）

第 条 流出容器、放置容器の処理に関する業務は、保安委員会等が中心となって推進する

ものとする。

附 則 この要綱は令和２年１１月２４日より施行する。
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（通 報）

第５条 前条により流出容器、放置容器の連絡を受けた現地対策本部は、速やかに災害対策本

部へ通報するものとする。

（回 収）

第６条 前条の通報を受けた場合、次の手続きにより回収する。

（１）災害対策本部は最寄りの現地対策本部長にその回収を依頼するとともに、通報記

録書（様式１）を作成し保管するものとする。

（２）（１）により依頼を受けた現地対策本部長は、流出容器、放置容器を回収すると

ともに最寄りの充填所等に仮保管を依頼するものとする。

（３）（２）により依頼を受けた充填所等は、回収容器を仮保管をするとともに、回収

容器仮保管報告書（様式２）を作成し災害対策本部に提出するものとする。

（４）（１）～（３）にかかわらず、大規模な災害により大量のＬＰガス容器が散乱し

ている状態が生じたときは、災害対策本部又は現地対策本部は、他支部の協会員に

も協力を依頼して当該ＬＰガス容器を安全な場所に集積する体制を構築するものと

する。

（処 理）

第７条 災害対策本部は前条（３）による回収容器仮保管報告書にもとづき、その区分に応じ

次の処理を行う。

（１）所有者判明容器

容器の表示等により所有者が判明したものは、回収容器引取通知書（様式３）によ

り所有者等に引取り、又は容器譲渡書（様式４）の提出を求めるものとする。

・譲渡とは、容器の所有者の識別可能な容器ではあるものの、電話等により所有者が

引取る意志・能力を有していないことが確認され、引取りが困難とされるもの。

（２）所有者等不明容器

容器の所有者の氏名等の表示や記号及び番号（以下「記号番号」）の識別ができな

い、または所有者の氏名等の表示や記号番号が識別可能な容器ではあるものの、電話

等により所有者と連絡が取れず集積場所での保管が６ヶ月を経過した容器について

は、所有者等不明容器として判定する。

ただし、次に掲げるものは遺失物法に基づく届出を行うものとする。

・所有者が判明しない回収容器で、放置場所等の状況により当該容器が遺失物である

と判断されるものは、指定集積所に保管を依頼し、遺失物として届け出る。
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（引き渡し）

第８条 回収容器を仮保管している充填所等は、所有者等にこれを引き渡した場合は保管容器

引渡報告書（様式５）にて災害対策本部に報告するものとする。

（保 管）

第９条 第７条（２）により保管を依頼された指定集積所は、仮保管されている充填所等から

当該回収容器を集積し保管するものとする。

（屑 化）

第 条 災害対策本部は次の各号のいずれかに該当する場合は、容器屑化依頼書（様式６）

により当該回収容器を保管する指定集積所等に、その処分を依頼するものとする。

① 容器所有者等から第７条（１）による容器譲渡書を受理したとき。

② 第７条（２）により所有者等不明容器と判定したもの。

③ 第７条（２）ただし書きによる届出を行った所有者不明等容器について遺失物法

による所有権が協会に移った時（６ヶ月１４日後）。

２ 指定集積所等は第１項により屑化の依頼があった場合は、高圧ガス保安法の基準に

従って屑化処分するものとする。

（費用の負担）

第 条 容器の回収、引き取り等に要した費用については、原則として容器所有者が負担す

る。ただし、第７条（１）により所有者が引取る意志等を有していないために譲渡さ

れた容器については、譲渡前の所有者の負担とする。また、所有者等不明容器につい

ては、災害対策本部において裁定するものとする。

３．その他

（業務の推進体制）

第 条 流出容器、放置容器の処理に関する業務は、保安委員会等が中心となって推進する

ものとする。

附 則 この要綱は令和２年１１月２４日より施行する。
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様式１

流 出 容 器 等 通 報 記 録 書

整理番号

受信日時
年 月 日

時 分

受信者

氏 名

通報者

所在地

氏名

容器の放置

場所の状況

（目標）

放置場所所在地

目標

放置の状況

容器の形状

数 量

５０ 本 ５ 本

３０ 本 ２ 本

２０ 本 その他

１０ 本 本

回収依頼先

所在地・電話

事業所名

回収依頼日
年 月 日

時 分
連絡者

備考
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様式２

回 収 容 器 仮 保 管 報 告 書

（公社）神奈川県ＬＰガス協会 殿

事業所名

所在地

電話

責任者名

下記の回収容器を仮保管しておりますので報告します。

回収日 年 月 日

回収場所

回収者

所在地

氏 名

所 有 者 等 所 在 地 事 業 者 名 数 量

所有者

等不明

容 器

５０ 本 ５ 本

３０ 本 ２ 本

２０ 本 その他

１０ 本 本

所

有

者

等

判

明

容

器
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様式１

流 出 容 器 等 通 報 記 録 書

整理番号

受信日時
年 月 日

時 分

受信者

氏 名

通報者

所在地

氏名

容器の放置

場所の状況

（目標）

放置場所所在地

目標

放置の状況

容器の形状

数 量

５０ 本 ５ 本

３０ 本 ２ 本

２０ 本 その他

１０ 本 本

回収依頼先

所在地・電話

事業所名

回収依頼日
年 月 日

時 分
連絡者

備考
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様式２

回 収 容 器 仮 保 管 報 告 書

（公社）神奈川県ＬＰガス協会 殿

事業所名

所在地

電話

責任者名

下記の回収容器を仮保管しておりますので報告します。

回収日 年 月 日

回収場所

回収者

所在地

氏 名

所 有 者 等 所 在 地 事 業 者 名 数 量

所有者

等不明

容 器

５０ 本 ５ 本

３０ 本 ２ 本

２０ 本 その他

１０ 本 本

所

有

者

等

判

明

容

器
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様式３

年 月 日

容器所有（占有）者

殿

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

会 長

回 収 容 器 引 取 通 知 書

貴殿のＬＰガス容器を流出容器として、下記のとおり回収保管しておりますので、２

週間以内にお引き取りください。

なお、引取りが困難な場合には別紙、様式５の容器譲渡書に所定の事項をご記入の上、

協会までご提出ください。

記

１．容器の形状及び記号番号

２．保管場所（引渡し場所）

引取時の注意事項

・事前に保管場所まで連絡してください。

・本書を必ず持参し、保管者に渡してください。

（注）１ヶ月以内に連絡がない場合及び、引取りのない場合は高圧ガス保安法第２５

条違反として措置することもあります。
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様式４

年 月 日

（公社）神奈川県ＬＰガス協会長 殿

容器所有（占有）者（事業所名）

所在地

代表者名 印

容 器 譲 渡 書

年 月 日付け回収容器引取通知書のありました下記ＬＰガス容器につい

ては、無償で譲渡致します。ただし、屑化処理が必要な容器に係る費用については、

負担致します。

記

容器の形状及び記号番号

容器の形状

容器の記号

・番号

以上
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様式３

年 月 日

容器所有（占有）者

殿

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

会 長

回 収 容 器 引 取 通 知 書

貴殿のＬＰガス容器を流出容器として、下記のとおり回収保管しておりますので、２

週間以内にお引き取りください。

なお、引取りが困難な場合には別紙、様式５の容器譲渡書に所定の事項をご記入の上、

協会までご提出ください。

記

１．容器の形状及び記号番号

２．保管場所（引渡し場所）

引取時の注意事項

・事前に保管場所まで連絡してください。

・本書を必ず持参し、保管者に渡してください。

（注）１ヶ月以内に連絡がない場合及び、引取りのない場合は高圧ガス保安法第２５

条違反として措置することもあります。
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様式４

年 月 日

（公社）神奈川県ＬＰガス協会長 殿

容器所有（占有）者（事業所名）

所在地

代表者名 印

容 器 譲 渡 書

年 月 日付け回収容器引取通知書のありました下記ＬＰガス容器につい

ては、無償で譲渡致します。ただし、屑化処理が必要な容器に係る費用については、

負担致します。

記

容器の形状及び記号番号

容器の形状

容器の記号

・番号

以上
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様式５

年 月 日

（公社）神奈川県ＬＰガス協会長 殿

事業所名

所在地

電話

責任者名

保 管 容 器 引 渡 報 告 書

流出容器として保管しておりましたＬＰガス容器を下記の通り所有者へ引き渡しま

したので報告致します。

記

１．容器の形状及び記号番号

２．引渡先（所有者）

事業所名

所在地

電話

担当者名

79 
 

様式６

年 月 日

容器保管者

殿

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

会 長

容 器 屑 化 依 頼 書

貴所で保管中の下記容器については、屑化処分をして下さい。

記

１．記号・番号の判明しているもの

容器の形状

容器の記号

・番号

２．記号・番号の判明していないもの

年 月 日以前に回収報告のあったもの
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様式５

年 月 日

（公社）神奈川県ＬＰガス協会長 殿

事業所名

所在地

電話

責任者名

保 管 容 器 引 渡 報 告 書

流出容器として保管しておりましたＬＰガス容器を下記の通り所有者へ引き渡しま

したので報告致します。

記

１．容器の形状及び記号番号

２．引渡先（所有者）

事業所名

所在地

電話

担当者名
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様式６

年 月 日

容器保管者

殿

（公社）神奈川県ＬＰガス協会

会 長

容 器 屑 化 依 頼 書

貴所で保管中の下記容器については、屑化処分をして下さい。

記

１．記号・番号の判明しているもの

容器の形状

容器の記号

・番号

２．記号・番号の判明していないもの

年 月 日以前に回収報告のあったもの
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参 考 資 料

株式会社神奈川県エルピーガス保安センター 地震災害対策規程

（目 的）

第１条 この規程は、公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会の地震災害対策規則（以下「規則」と

いう）をうけ、株式会社神奈川県エルピーガス保安センター（以下「保安センター」とい

う）が地震災害発生時における災害情報の収集と二次災害の防止のための緊急措置及びＬ

Ｐガスの供給先の応急措置と被災地住民のため、必要な災害活動を円滑に実施することを

目的とする。

（用語の定義）

第２条 用語の定義は次のとおりとする。

① 大地震 県下における震度５強以上の地震をいう。

② 社 員 保安センター社員をいう。

③ 応急供給 各自治体との協定に基づく災害時の供給をいう。

④ 緊急措置 地震直後のＬＰガス設備の供給停止をいう。

⑤ 応急措置 安全確認後の供給及び仮供給を行う為の点検をいう。

⑥ 重要特定施設 病院・公共施設及び避難場所等をいう。

⑦ 特定施設 ＬＰガス消費設備の有る集会所等をいう。

⑧ 防災機関 県・市町村・警察・消防等をいう。

（組 織）

第３条 社長は規則により地震災害対策本部が設置されたときは、副本部長として保安センター

による地震対策活動を総括し本部長に協力をする。

２． 規則による地震災害対策本部の保安センター担当副本部長は社長・副社長があたり、副

社長に支障があるときは、他の専務・取締役がその職務を代行する。

３．営業所長は現地対策副本部長として現地対策本部長（支部長）及び支部役員と協議し業

務を遂行する。

ただし、営業所長に支障のあるときは、係長又は社員等がその職務を代行する。

（職 務）

第４条 保安センター担当副本部長は保安センターの連絡調整業務を総括する。

２．現地対策副本部長の職務は次のとおりとする。

① 二次災害防止のための緊急措置と応急措置の現場指導

② 応急供給の指揮

③ 被害状況及び復旧状況の調査

④ 緊急資機材の受入及び応援隊の受入調整

⑤ 二次災害防止のための広報活動

３．社員は緊急措置・応急点検調査及び情報収集等を行う。

（協 力）

第５条 社員は災害対策本部の設置時から、対策本部の要請の如何にかかわらず、災害対策本部

の指揮下に入り積極的に協力するものとする。
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（災害への対応等）

第６条 被害状況の情報収集及び緊急措置・応急点検調査にあたっては、二次災害の防止に留意

し的確な対応につとめる。

（災害への事前対応等）

第７条 緊急措置・応急措置を円滑に実施するために次項の書類を整備して各営業所に保管して

置く。

① 緊急連絡網（役員・社員等・官公庁・防災機関等）

② 災害対策対応組織図

③ ＬＰガス顧客台帳

④ 災害発生時の対応表

（費用の精算）

第８条 保安センター社員の人件費等の費用の負担は災害対策本部に請求できるものとする。

（傷害保険の適用）

第９条 災害対策本部長の指示による災害対策業務に出動し、作業中及び二次災害等により負傷

した場合は保安センター規約等を適用する。

（準 用）

第 条 この規程は、風水害等による広範囲の被害があって必要と認められる時に準用する。

附 則

この規程は、平成１８年 ４月１３日から施行する。

この規程は、平成２５年 ３月３１日から施行する。

この規程は、平成２５年１１月２０日から施行する。

参 考 資 料

株式会社神奈川県エルピーガス保安センター 地震災害対策規程

（目 的）

第１条 この規程は、公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会の地震災害対策規則（以下「規則」と

いう）をうけ、株式会社神奈川県エルピーガス保安センター（以下「保安センター」とい

う）が地震災害発生時における災害情報の収集と二次災害の防止のための緊急措置及びＬ

Ｐガスの供給先の応急措置と被災地住民のため、必要な災害活動を円滑に実施することを

目的とする。

（用語の定義）

第２条 用語の定義は次のとおりとする。

① 大地震 県下における震度５強以上の地震をいう。

② 社 員 保安センター社員をいう。

③ 応急供給 各自治体との協定に基づく災害時の供給をいう。

④ 緊急措置 地震直後のＬＰガス設備の供給停止をいう。

⑤ 応急措置 安全確認後の供給及び仮供給を行う為の点検をいう。

⑥ 重要特定施設 病院・公共施設及び避難場所等をいう。

⑦ 特定施設 ＬＰガス消費設備の有る集会所等をいう。

⑧ 防災機関 県・市町村・警察・消防等をいう。

（組 織）

第３条 社長は規則により地震災害対策本部が設置されたときは、副本部長として保安センター

による地震対策活動を総括し本部長に協力をする。

２． 規則による地震災害対策本部の保安センター担当副本部長は社長・副社長があたり、副

社長に支障があるときは、他の専務・取締役がその職務を代行する。

３．営業所長は現地対策副本部長として現地対策本部長（支部長）及び支部役員と協議し業

務を遂行する。

ただし、営業所長に支障のあるときは、係長又は社員等がその職務を代行する。

（職 務）

第４条 保安センター担当副本部長は保安センターの連絡調整業務を総括する。

２．現地対策副本部長の職務は次のとおりとする。

① 二次災害防止のための緊急措置と応急措置の現場指導

② 応急供給の指揮

③ 被害状況及び復旧状況の調査

④ 緊急資機材の受入及び応援隊の受入調整

⑤ 二次災害防止のための広報活動

３．社員は緊急措置・応急点検調査及び情報収集等を行う。

（協 力）

第５条 社員は災害対策本部の設置時から、対策本部の要請の如何にかかわらず、災害対策本部

の指揮下に入り積極的に協力するものとする。
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地 震 対 策 特 別 委 員 会

平成８年６月２０日

１．協会マニュアル作成小委員会

委 員 長 野 口 幸 廣 三洋設備産業㈱

委 員 横 島 章 神奈川県環境部工業保安課

委 員 前 山 啓 一 北日本物産㈱

委 員 片 野 茂 ㈱ミツウロコ

委 員 近 藤 隆 也 ㈲近藤商会

オ ブ ザ ー バ ー 島 岡 栄 基 ㈱旭プロパン商会

保 安 部 会 長 吉 田 茂 神奈川液化ガス㈱

販 売 事 業 者 部 会 長 古 川 武 法 ㈱古川

指定製造事業者部会長 滝 川 健 品川燃料㈱

２．支部マニュアル作成小委員会

委 員 長 荒 牧 薫 東横化学㈱

委 員 熊 野 和 夫 神奈川県環境部工業保安課

委 員 吉 田 孝 ㈱丸江

委 員 脇 時 弘 脇商店

委 員 土 屋 義 秋 ㈲土屋商店

委 員 伊 東 清 住商液化ガス㈱

委 員 後 藤 哲 太 郎 セントラル石油瓦斯㈱

オ ブ ザ ー バ ー 折 金 典 男 三ツ輪産業㈱

３．販売事業者マニュアル作成小委員会

委 員 長 重 田 照 夫 大和㈱

委 員 大 谷 健 二 神奈川県環境部工業保安課

委 員 金 指 清 隆 ㈲金庫屋

委 員 村 山 幸 壽 ㈱むらやま

委 員 熊 坂 政 男 ㈲熊坂商店

委 員 岩 田 清 宏 ㈱ミツウロコ

委 員 奈 良 利 男 ㈱ダイナ瓦斯

総 務 部 会 長 牧 野 修 三 ㈱カナジュウ・コーポレーション
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保 安 委 員 会 地 震 対 策 部 会

平成２５年１１月２０日現在

担当副会長 高橋 宏昌 テーエス瓦斯㈱

委 員 長 山口 浩文 ㈲ヤマネン

委 員 南川 貞治 中央液化ガス㈱秦野営業所

委 員 中井 啓統 東光産業㈱

委 員 金子 洋一 ㈲金子商店

委 員 斉藤 修 ㈲カトー

委 員 坂本富士雄 ㈱クラスタ

委 員 田口 純 ㈲按針

委 員 齋藤 正行 進和商事㈱

委 員 谷平 賢治 ㈲谷平

委 員 戸田 光雄 ㈱神奈川県エルピーガス保安センター

オブザーバー 田中 晃 神奈川県安全防災局危機管理部工業保安課
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委 員 小澤 俊雄 ㈱トーエル

委 員 亀ヶ谷真吾 有 大栄ガス

委 員 宮嵜 雅則 有 宮嵜商店

委 員 吉田 茂樹 神奈川液化ガス㈱

委 員 黄金井 豊 ㈱黄金井

委 員 小嶺 春宣 ㈱神奈川県エルピーガス保安センター
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委 員 横 島 章 神奈川県環境部工業保安課

委 員 前 山 啓 一 北日本物産㈱

委 員 片 野 茂 ㈱ミツウロコ

委 員 近 藤 隆 也 ㈲近藤商会

オ ブ ザ ー バ ー 島 岡 栄 基 ㈱旭プロパン商会

保 安 部 会 長 吉 田 茂 神奈川液化ガス㈱

販 売 事 業 者 部 会 長 古 川 武 法 ㈱古川

指定製造事業者部会長 滝 川 健 品川燃料㈱

２．支部マニュアル作成小委員会

委 員 長 荒 牧 薫 東横化学㈱

委 員 熊 野 和 夫 神奈川県環境部工業保安課

委 員 吉 田 孝 ㈱丸江

委 員 脇 時 弘 脇商店

委 員 土 屋 義 秋 ㈲土屋商店

委 員 伊 東 清 住商液化ガス㈱

委 員 後 藤 哲 太 郎 セントラル石油瓦斯㈱

オ ブ ザ ー バ ー 折 金 典 男 三ツ輪産業㈱

３．販売事業者マニュアル作成小委員会

委 員 長 重 田 照 夫 大和㈱

委 員 大 谷 健 二 神奈川県環境部工業保安課

委 員 金 指 清 隆 ㈲金庫屋

委 員 村 山 幸 壽 ㈱むらやま

委 員 熊 坂 政 男 ㈲熊坂商店

委 員 岩 田 清 宏 ㈱ミツウロコ

委 員 奈 良 利 男 ㈱ダイナ瓦斯

総 務 部 会 長 牧 野 修 三 ㈱カナジュウ・コーポレーション

－ 83－




